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条例条例条例条例    

○大和高田市特別職の職員で非常勤

例の一部を改正する条例････････

○大和高田市実費弁償条例の一部

○特別職の職員で常勤のものの給与

会の教育長の給与等に関する条例

○一般職の職員の給与に関する条例

○大和高田市一般職の職員の給与

○大和高田市職員の特殊勤務手当

○大和高田市職員の退職手当に関

○地域社会における共生の実現に

ための関係法律の整備に関する法律

条例･････････････････････････

○大和高田市新型インフルエンザ

○大和高田市における高齢者、障害者等

市道の構造の基準に関する条例･

○大和高田市における高齢者、障害者等

特定公園施設の設置の基準に関する

○企業職員の給与の種類及び基準

○大和高田市水道事業給水条例の

○大和高田市消防団に関する条例

規則規則規則規則    

○大和高田市児童手当事務処理規則

○大和高田市下水道条例施行規則

○ふるさと大和高田応援寄附金条例施行規則

○大和高田市行政組織規則の一部

○市長等の事務の引継ぎに関する

訓令訓令訓令訓令    

○大和高田市固定資産家屋評価計算

綱･･････････････････････････････

告示告示告示告示    

○平成２５年度大和高田市一般会計予算等

○引取りのない自転車等の処分･･

○平成２５年度固定資産税に係る

帳簿の縦覧････････････････････

○し尿くみ取り手数料集金事務委託

○使用料収納事務委託の告示･････

○大和高田市公共施設等防犯カメラ
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◇大和高田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由  

安心と安全のまちづくり条例により設置されている生活安全推進協議会の委員に対して報酬を

支給するため規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容  

生活安全推進協議会の委員の報酬を「日額１２，０００円」と定めるとともに、その報酬額につ

いて１５％減額の特例措置の適用の対象とします。 

３ 施行期日  

平成２５年４月１日 

 

◇大和高田市実費弁償条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由  

 地方自治法の一部改正により、議会における会議に出頭した参考人の要した実費を弁償すること 

となったことに伴い、規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容  

実費を弁償する者の範囲に次の者を加える。 

① 議会の会議に出席した参考人（第２条第３号関係） 

② 議会の会議において開いた公聴会に参加した者（第２条第５号関係） 

③ 農業委員会の求めにより出頭した者（第２条第７号関係） 

３ 施行期日  

 公布の日（平成２５年３月１３日） 

 

◇特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例及び大和高田市教育委員会の教育長の給与等に関す

る条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由  

市長、副市長及び教育長の給料月額及び期末手当の額を減ずるための特例措置の期間をさらに３ 

年間延長するものです。 

２ 改正の内容  

市長、副市長及び教育長の給料月額及び期末手当の額を減額する特例措置の期間を３年間延長し 

ます。 

 改正前 改正後 

給料月額 平成２５年３月３１日まで 平成２８年３月３１日まで 

期末手当 平成２４年度まで 平成２７年度まで 

３ 施行期日  

 平成２５年４月１日 

 

◇一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由  

 持ち家である自宅に係る住居手当を段階的に廃止するものです。 

２ 改正の内容  

 平成２５年度から持ち家である自宅に居住する職員で世帯主である者に支給する住居手当の額

を廃止します。ただし、平成２５年３月３１日以前に持ち家である自宅に居住する職員で世帯主で

あるものに支給する住居手当については、平成２６年３月３１日までの間は、現行支給額の半額の

公布された条例のあらまし 
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１，５００円とします。  

３ 施行期日  

 平成２５年４月１日 

 

◇大和高田市一般職の職員の給与の特例に関する条例を廃止する条例 

１ 改正の理由  

 一般職の職員の給与の額を減ずるための特例措置を廃止するものです。 

２ 改正の内容  

 平成１９年度から実施している給与減額の特例措置について、平成２５年４月１日をもって廃止 

します。 

３ 施行期日  

 平成２５年４月１日 

 

◇大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由  

 市立高田商業高等学校教員の部活動指導業務手当について、額の改定を行うとともに、所要の規 

定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容  

 部活動の指導業務への従事が８時間以上で泊を伴うものとなる場合の手当単価を、日額３，４０ 

０円とする規定を追加します。 

３ 施行期日  

 平成２５年４月１日 

 

◇大和高田市職員の退職手当等に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由  

 国家公務員退職手当法等の一部改正に伴い、民間における退職給付の支給の実情に鑑み、公民均 

衡を図るための「調整率」を平成２５年度から２７年度にかけて段階的に引き下げるものです。 

２ 改正の内容  

退職手当の支給水準を引き下げます。（第１条、第２条及び第３条関係） 

官民の支給水準の均衡を図るために設けられている調整率を次のとおり、段階的に引き下げます。 

  退職手当＝基本額〔(退職日の給料月額×退職理由及び勤続年数別支給率)×調整率〕＋調整額 

期間 調整率 ※最高支給率 

【現行】 １０４/１００ ５９．２８ 

経過 平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日 ９８/１００ ５５．８６ 

措置 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 ９２/１００ ５２．４４ 

【完成】 平成２７年４月１日～ ８７/１００ ４９．５９ 

    ※最高支給率は、支給率に調整率を掛けたものです。 

・調整率の適用対象の変更（第１条、第２条及び第３条関係） 

 調整率の適用対象を退職理由及び勤続年数にかかわらず、全ての退職者に適用します。

（現行の適用対象は勤続２０年以上、ただし、自己都合による退職を除く。） 

・保障額の引下げ（第４条関係） 

大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（平成１８年条例第８

号）により、平成１８年３月３１日に仮に同じ理由で退職したものとした場合の退職手

当額が改正後の退職手当額よりも多いときは、その額を保障していますが、保障額につ
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ても段階的に引き下げます。 

３ 施行期日  

 平成２５年４月１日 

 

◇地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関 

する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

１ 理由  

 「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備 

に関する法律」による「障害者自立支援法」の一部改正に伴い、関係する条例について所要の規定 

の整備を行うものです。 

２ 内容  

 次に掲げる条例について所要の改正を行います。 

 （１） 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例 

① 条例の規定中に引用する法律の題名を改めます。 

   「障害者自立支援法」→「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法 

律」 

② 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部改正に伴う条項ず 

れの整備を行います。 

 （２） 大和高田市障害者自立支援審査会の委員の定数を定める条例 

条例の規定中に引用する法律の題名を改めます。 

  「障害者自立支援法」→「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法 

律」 

（３） 大和高田市消防団員等公務災害補償条例 

① 条例の規定中に引用する法律の題名を改めます。 

  「障害者自立支援法」→「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」 

② 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部改正に伴う条項ず 

れの整備を行います。 

３ 施行期日  

 平成２５年４月１日 

 平成２６年４月１日 

 

◇大和高田市新型インフルエンザ等対策本部条例 

１ 理由  

 新型インフルエンザ等対策特別措置法が公布されたことに伴い、同法の規定により設置する大和 

高田市新型インフルエンザ等対策本部に関し必要な事項を定めるものです。 

２ 内容  

 大和高田市新型インフルエンザ等対策本部を設置し、新型インフルエンザ等に対して総合的かつ 

有効的な対策を全庁をあげて迅速に対応することにより、その感染拡大を防止し、市民の生命及び 

健康を確保するものです。 

３ 施行期日  

 新型インフルエンザ等対策特別措置法の施行の日 
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◇大和高田市における高齢者、障害者等の移動等の円滑化のために必要な市道の構造の基準に関する 

条例 

１ 理由  

 「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」 

（地域主権第２次一括法）による「高齢者、障害者等の移動等円滑化の促進に関する法律」の一部 

改正に伴い、高齢者、障害者等の移動等の円滑化のために必要な市道の構造の基準を定めるもので 

す。 

２ 内容  

 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」の一部改正に伴い、特定道路の基準 

について「移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める省令」で定める基準を参 

酌して条例で定めます。 

３ 施行期日  

 平成２５年４月１日 

 

◇大和高田市における高齢者、障害者等の移動等の円滑化のために必要な特定公園施設の設置の基準 

に関する条例 

１ 理由  

 「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」 

（地域主権第２次一括法）による「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」の一 

部改正に伴い、移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準を定めるものです。 

２ 内容  

 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」の一部改正に伴い、特定公園施設の 

新設又は改築を行う場合の基準について「移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関す 

る基準を定める省令」で定める基準を参酌して条例で定めます。 

３ 施行期日  

 平成２５年４月１日 

 

◇企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由  

 持ち家である自宅に係る住居手当を段階的に廃止するものです。 

２ 改正の内容  

 平成２５年度から持ち家である自宅に居住する職員で世帯主であるものに支給する住居手当を 

廃止します。ただし、平成２５年３月３１日以前に持ち家である自宅に居住する職員で世帯主であ 

るものに支給する住居手当については、平成２６年３月３１日までの間は、現行支給額の半額の１, 

５００円とする経過措置を設けます。 

３ 施行期日  

 平成２５年４月１日 

 

◇大和高田市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由  

 平成２５年度から県営水道料金が引き下げられることに伴い、本市の上水道料金についても、引 

き下げを行うものです。 

２ 改正の内容  

 基本料金を引き上げ、従量料金を引き下げます。 
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 （基本料金の改正） 

改正前                  改正後 

用

途 

基本料金（１月につき）  
 

基本料金（１月につき） 

メーターの口径 金額 メーターの口径 金額 

普

通

用 

13mm 390円 13mm 440円 

20mm 450円 20mm 540円 

25mm 520円 25mm 750円 

40mm 820円 40mm 1,200円 

50mm 3,400円 50mm 3,800円 

75mm 4,300円 75mm 6,400円 

100mm 5,250円 100mm 7,800円 

150mm 9,900円 150mm 14,000円 

 150mmを 

超えるもの 

管理者が定

める額 

 150mmを 

超えるもの 

管理者が定め

る額 

 （従量料金の改正） 

改正前                 改正後 

用

途 

従量料金 

（１月１㎥につき） 

 附則で

読替 

 従量料金 

（１月１㎥につき） 

普

通

用 

１㎥以上 10㎥以下 

10㎥を超え 20㎥以下 

20㎥を超え 30㎥以下 

30㎥を超え 50㎥以下 

50㎥を超え 70㎥以下 

70㎥を超え 100㎥以下 

100㎥を超えるもの 

180円 

220円 

260円 

300円 

350円 

410円 

480円 

 174円 

214円 

254円 

294円 

344円 

404円 

474円 

 １㎥以上 10㎥以下 

10㎥を超え 20㎥以下 

20㎥を超え 50㎥以下 

50㎥を超え 100㎥以下 

100㎥を超え 4,000㎥以下 

 

4,000㎥を超える部分 

160円 

200円 

250円 

340円 

460円 

 

260円 

浴

場

用 

普通用の従量料金に準ず

る。ただし、100㎥を超え

るもの 

270円  264円  100㎥以下 

普通用の従量料金に準ずる額 

100㎥を超える部分 260円 

臨

時

用 

 750円  744円   700円 

３ 施行期日  

 平成２５年４月１日 

 

◇大和高田市消防団に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由  

 消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第１８条第１項に基づき、消防団の設置、名称及び区 

域を定める規定を追加するとともに、その他所要の整備を行うものです。 

２ 改正の内容  

 （１） 消防団の設置、名称及び区域を定める規定を追加します。 

 （２） その他所要の整備を行います。 

３ 施行期日  

 公布の日（平成２５年３月１３日） 
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条例第条例第条例第条例第１１１１号号号号    

 大和高田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を 

次のように定める。 

  平成２５年３月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条

例 

 大和高田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３５年条例第３５ 

号）の一部を次のように改正する。 

 附則第３項中「人権啓発推進協議会の委員」の次に「、生活安全推進協議会の委員」を加える。 

 別表第１中 

「 

  

                           」を 

「 

 

 

                           」に改める。 

附 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。   

 

条例第条例第条例第条例第２２２２号号号号    

 大和高田市実費弁償条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  平成２５年３月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市実費弁償条例の一部を改正する条例 

 大和高田市実費弁償条例（昭和３５年条例第１５条）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「第２０７条」の次に「その他法令」を加える。 

 第２条の見出しを「（実費弁償の範囲）」に改め、同条中「もの」を「者の範囲」に改め、同条第

２号中「第１００条第１項」を「第１００条第１項後段」に改め、同条第３号中「第１０９条第６項、

第１０９条の２第５項及び第１１０条第５項」を「第１１５条の２第２項（法第１０９条第５項にお

いて準用する場合を含む。）」に改め、同条第５号中「第１０９条第５項、第１０９条の２第５項及

び第１１０条第５項」を「第１１５条の２第１項（法第１０９条第５項において準用する場合を含む。）」

に改め、同条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

 （６） 農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第２９条第１項の規定により出席

した者 

 第３条を次のように改める。 

 （実費弁償の額） 

第３条 実費弁償の額は、別表のとおりとする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

人権啓発推進協議会の委員 日額 １２，０００円 

人権啓発推進協議会の委員 日額 １２，０００円 

生活安全推進協議会の委員 日額 １２，０００円 

条条条条    例例例例    
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条例第条例第条例第条例第３３３３号号号号    

 特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例及び大和高田市教育委員会の教育長の給与等に関す 

る条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  平成２５年３月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例及び大和高田市教育委員会の教育長の給与等に

関する条例の一部を改正する条例 

 （特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部改正） 

第１条 特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例（昭和３４年条例第３号）の一部を次のよう

に改正する。 

  附則第３項中「平成２５年３月３１日」を「平成２８年３月３１日」に改める。 

  附則第５項中「平成２４年度」を「平成２７年度」に改める。 

 （大和高田市教育委員会の教育長の給与等に関する条例の一部改正） 

第２条 大和高田市教育委員会の教育長の給与等に関する条例（昭和５５年条例第１４号）の一部を

次のように改正する。 

  附則第３項中「平成２５年３月３１日」を「平成２８年３月３１日」に改める。 

  附則第５項中「平成２４年度」を「平成２７年度」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

条例第条例第条例第条例第４４４４号号号号    

 一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  平成２５年３月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第６３号）の一部を次のように改正する。 

 第８条第１項を次のように改める。 

第８条 住居手当は、自ら居住するため住宅（貸間を含む。）を借り受け、月額１２，０００円を超

える家賃（使用料を含む。以下同じ。）を支払っている職員（市が設置する公舎を貸与され、使用

料を支払っている職員その他市長が規則で定める職員を除く。）に支給する。 

 第８条第２項中「各号に掲げる額」の次に「（その額に１００円未満の端数を生じたときは、これ

を切り捨てた額）」を加え、同項各号を次のように改める。 

 （１） 月額２３，０００円以下の家賃を支払っている職員 家賃の月額から１２，０００円を控

除した額 

 （２） 月額２３，０００円を超える家賃を支払っている職員 家賃の月額から２３，０００円を

控除した額の２分の１（その控除した額の２分の１が１６，０００円を超えるときは、１６，０

００円）を１１，０００円に加算した額 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行の日の前日において、改正前の一般職の職員の給与に関する条例第８条第１項第２号に規定

する住宅に居住する職員で世帯主であるものに対する同条の規定は、この条例の規定にかかわらず、

平成２６年３月３１日までの間、なおその効力を有する。この場合において、同条第２項第２号中
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「３，０００円」とあるのは、「１，５００円」とする。 

 

条例第条例第条例第条例第５５５５号号号号    

 大和高田市一般職の職員の給与の特例に関する条例を廃止する条例を次のように定める。 

  平成２５年３月１３日 

 大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市一般職の職員の給与の特例に関する条例を廃止する条例 

 大和高田市一般職の職員の給与の特例に関する条例（平成１９年条例第７号）は、廃止する。 

   附 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

条例第条例第条例第条例第６６６６号号号号    

 大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  平成２５年３月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和２７年条例第１４号）の一部を次のように改正

する。 

 第２２条の２第１項第１号ア中「児童（幼児を含む。以下この項において同じ。）」を「幼児」に改

め、同号イ及びウ中「児童」を「幼児」に改め、同項第２号中「児童」を「幼児」に改め、同項第３

号及び第４号中「児童又は」を削る。 

 第２２条の２第２項第４号を次のように改める。 

(４) 前項第４号の業務  

ア ４時間以上８時間未満行う業務 ２，４００円 

イ ８時間以上行う業務で泊を伴わないもの ３，０００円 

ウ ８時間以上行う業務で泊を伴うもの ３，４００円 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例の規定は、この条例の施行

日以後に始まる勤務に係る特殊勤務手当について適用し、施行日前に始まった勤務に係る特殊勤務

手当については、なお従前の例による。 

 

条例第条例第条例第条例第７７７７号号号号    

 大和高田市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

  平成２５年３月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例 

 （大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第１条 大和高田市職員の退職手当に関する条例（昭和３３年条例第１４号）の一部を次のように改

正する。 

 附則第４項中「２０年以上」及び「及び傷病又は死亡によらず、その者の都合により退職した者」

を削り、「１００分の１０４」を「１００分の８７」に改め、同項に後段として次のように加える。 
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   この場合において、第７条の５第１項中「前条」とあるのは、「前条並びに附則第４項」とす

る。 

  附則第５項中「３６年」の次に「以上４２年以下」を加え、「（傷病又は死亡によらず、その者

の都合により退職した者を除く。）」を削り、「その者の勤続期間を３５年として前項の規定の例

により計算して得られる」を「同項又は第５条の２の規定により計算した額に前項に定める割合を

乗じて得た」に改める。 

 （大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（昭和５９年条例第６号）の

一部を次のように改正する。 

   附則第３項中「第３条中傷病により退職した者に係る退職手当に関する部分、改正後の条例第４

条若しくは第５条」を「第３条から第５条まで」に改め、「２０年以上」及び「、改正後の条例第

３条から第５条の３までの規定にかかわらず」を削り、「１００分の１０４」を「１００分の８７」

に改める。 

   附則第４項中「第３条中傷病により退職した者に係る退職手当に関する部分」を「第３条第１項」

に改め、「３６年」の次に「以上４２年以下」を加え、「、改正後の条例第３条第１項及び第５条

の２の規定にかかわらず」を削り、「その者の勤続期間を３５年として、前項の規定の例により計

算して得られる」を「同項又は改正後の条例第５条の２の規定により計算した額に前項に定める割

合を乗じて得た」に改める。 

  附則第５項中「、改正後の条例第５条から第５条の３までの規定にかかわらず」を削る。 

  （大和高田市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

 第３条 大和高田市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例（平成１５年条例第３１号）

の一部を次のように改正する。 

   附則第４項中「４４年」を「４２年」に改める。 

  （大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改正） 

 第４条 大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（平成１８年条例第８号）の

一部を次のように改正する。 

   附則第２項中「退職手当の額が、新条例第２条の４」を「額（当該勤続期間が４３年又は４４年

の者であって、傷病若しくは死亡によらずその者の都合により又は公務によらない傷病により退職

したものにあっては、その者が改正前の条例第５条の規定に該当する退職をしたものとみなし、か

つ、その者の当該勤続期間を３５年として改正前の条例附則第４項の規定の例により計算して得ら

れる額）にそれぞれ１００分の８７（当該勤続期間が２０年以上の者（４２年以下の者で傷病又は

死亡によらずその者の都合により退職したもの及び３７年以上４２年以下の者で公務によらない傷

病により退職したものを除く。）にあっては、１０４分の８７）を乗じて得た額が、改正後の条例

第２条の４」に改め、「附則第１０項の規定による改正後の」及び「附則第１１項の規定による改

正後の」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

 （大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の大和高田市職員の退職手当に関する条例（以下この項において「新

退職手当条例」という。）附則第４項（新退職手当条例附則第６項及び第３条の規定による改正後

の大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例附則第４項においてその例によ

る場合を含む。）及び第５項の規定の適用については、新退職手当条例附則第５項中「１００分の

８７」とあるのは、平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの間においては「１００分

の９８」と、平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの間においては「１００分の９２」
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とする。 

３ 第２条の規定による改正後の大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例附則

第３項（同条附則第５項においてその例による場合を含む。）及び第４項の規定の適用については、

同条附則第３項中「１００分の８７」とあるのは、平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日

までの間においては「１００分の９８」と、平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの

間においては「１００分の９２」とする。 

４ 第４条の規定による改正後の大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例附則

第２項の規定の適用については、同項中「１００分の８７」とあるのは、平成２５年４月１日から

平成２６年３月３１日までの間においては「１００分の９８」と、平成２６年４月１日から平成２

７年３月３１日までの間においては「１００分の９２」と、「１０４分の８７」とあるのは、平成

２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの間においては「１０４分の９８」と、平成２６年

４月１日から平成２７年３月３１日までの間においては「１０４分の９２」とする。 

 

条例第条例第条例第条例第８８８８号号号号    

 地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関 

する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のように定める。 

  平成２５年３月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備

に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 （議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正） 

第１条 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２年条例第４号）の

一部を次のように改正する。 

  第１０条の２第２号中「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律」に、「第５条第１２項」を「第５条第１１項」に改める。 

 （大和高田市障害者自立支援審査会の委員の定数を定める条例の一部改正） 

第２条 大和高田市障害者自立支援審査会の委員の定数を定める条例（平成１８年条例第１０号）の

一部を次のように改正する。 

  第１条中「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律」に改める。 

 （大和高田市消防団員等公務災害補償条例の一部改正） 

第３条 大和高田市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年条例第５号）の一部を次のように改正

する。 

  第９条の２第１項第２号中「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総括的に

支援するための法律」に、「第５条第１２項」を「第５条第１１項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、第１条中議会の議員その他非常勤の職員

の公務災害補償等に関する条例第１０条の２第２号の改正規定（「第５条第１２項」を「第５条第１

１項」に改める部分に限る。）及び第３条中大和高田市消防団員等公務災害補償条例第９条の２第１

項第２号の改正規定（「第５条第１２項」を「第５条第１１項」に改める部分に限る。）は、平成２

６年４月１日から施行する。 

 

条例第条例第条例第条例第９９９９号号号号    

 大和高田市新型インフルエンザ等対策本部条例を次のように定める。 

  平成２５年３月１３日 
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大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市新型インフルエンザ等対策本部条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号。以下「法」

という。）第３７条において準用する法第２６条の規定に基づき、大和高田市新型インフルエンザ

等対策本部（以下「対策本部」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 大和高田市新型インフルエンザ等対策本部長（以下「本部長」という。）は、対策本部の事務

を総括する。 

２ 大和高田市新型インフルエンザ等対策副本部長（以下「副本部長」という。）は、本部長を補佐し、

対策本部の事務を整理する。 

３ 大和高田市新型インフルエンザ等対策本部員（以下「本部員」という。）は、本部長の命を受け、

対策本部の事務に従事する。 

４ 対策本部に本部長、副本部長及び本部員のほか、必要な職員を置くことができる。 

５ 前項の職員は、市の職員のうちから、市長が任命する。 

（会議） 

第３条 本部長は、対策本部における情報交換及び連絡調整を円滑に行うため、必要に応じ、対策本

部の会議（以下この条において「会議」という。）を招集する。 

２ 本部長は、法第３５条第４項の規定に基づき、国の職員その他市の職員以外の者を会議に出席さ

せたときは、当該出席者に対し、意見を求めることができる。 

（部） 

第４条 本部長は、必要と認めるときは、対策本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき本部員は、本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、本部長の指名する本部員がこれに当たる。 

４ 部長は、部の事務を掌理する。 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、対策本部に関し必要な事項は、本部長が定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、新型インフルエンザ等対策特別措置法の施行の日から施行する。 

（一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

２ 一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第６３号）の一部を次のように改正する。 

第１６条第１項中「）において準用する場合」の次に「及び新型インフルエンザ等対策特別措置 

法（平成２４年法律第３１号）第４４条において準用する場合」を加える。 

 

条例第条例第条例第条例第１０１０１０１０号号号号    

 大和高田市における高齢者、障害者等の移動等の円滑化のために必要な市道の構造の基準に関する

条例を次のように定める。 

  平成２５年３月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市における高齢者、障害者等の移動等の円滑化のために必要な市道の構造の基準に関

する条例 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 歩道等（第３条―第１０条） 
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第３章 立体横断施設（第１１条―第１６条） 

第４章 乗合自動車停留所（第１７条・第１８条） 

第５章 自動車駐車場（第１９条―第２９条） 

第６章 移動等円滑化のために必要なその他の施設等（第３０条―第３３条） 

附則 

第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９

１号。以下「法」という。）第１０条第１項の規定に基づき、移動等円滑化のために必要な市道の構

造に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法第２条、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）

第２条第１項第４号及び道路構造令（昭和４５年政令第３２０号）第２条に定めるもののほか、

次に定めるところによる。 

（１） 有効幅員 歩道、自転車歩行者道又は立体横断施設（横断歩道橋、地下横断歩道その

他の歩行者が道路等を横断するための立体的な施設をいう。以下同じ。）に設ける傾斜路、

通路若しくは階段又は自動車駐車場の通路の幅員から、縁石、手すり、路上施設若しくは歩

行者の安全かつ円滑な通行を妨げるおそれがある工作物、物件若しくは施設を設置するため

に必要な幅員を除いた幅員をいう。 

（２） 車両乗入れ部 車両の沿道への出入りの用に供される歩道又は自転車歩行者道の部分

をいう。 

（３） 視覚障害者誘導用ブロック 視覚障害者に対する誘導又は段差の存在等の警告若しく

は注意喚起を行うために路面に敷設されるブロックをいう。 

第２章 歩道等 

（歩道） 

第３条 道路（自転車歩行者道を設ける道路を除く。）には、歩道を設けるものとする。 

（有効幅員） 

第４条 歩道の有効幅員は、歩行者の交通量が多い道路にあっては３．５メートル以上、その他

の道路にあっては２メートル以上とするものとする。 

２ 自転車歩行者道の有効幅員は、歩行者の交通量が多い道路にあっては４メートル以上、その

他の道路にあっては３メートル以上とするものとする。 

３ 歩道又は自転車歩行者道（以下「歩道等」という。）の有効幅員は、当該歩道等の高齢者、

障害者等の交通の状況を考慮して定めるものとする。 

（舗装） 

第５条 歩道等の舗装は、雨水を地下に円滑に浸透させることができる構造とするものとする。

ただし、道路の構造、気象状況その他の特別の状況によりやむを得ない場合においては、この

限りでない。 

２ 歩道等の舗装は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い仕上げとするものとする。 

（勾配） 

第６条 歩道等の縦断勾配は、５パーセント以下とするものとする。ただし、地形の状況その他

の特別の理由によりやむを得ない場合においては、８パーセント以下とすることができる。 

２ 歩道等（車両乗入れ部を除く。）の横断勾配は、１パーセント以下とするものとする。ただ

し、前条第１項ただし書に規定する場合又は地形の状況その他の特別の理由によりやむを得な

い場合においては、２パーセント以下とすることができる。 

（歩道等と車道等の分離） 
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第７条 歩道等には、車道若しくは車道に接続する路肩がある場合の当該路肩（以下「車道等」

という。）又は自転車道に接続して縁石線を設けるものとする。 

２ 歩道等（車両乗入れ部及び横断歩道に接続する部分を除く。）に設ける縁石の車道等に対す

る高さは１５センチメートル以上とし、当該歩道等の構造及び交通の状況並びに沿道の土地利

用の状況等を考慮して定めるものとする。 

３ 歩行者の安全かつ円滑な通行を確保するため必要がある場合においては、歩道等と車道等の

間に植樹帯を設け、又は歩道等の車道等側に並木若しくは柵を設けるものとする。 

（高さ） 

第８条 歩道等（縁石を除く。）の車道等に対する高さは、５センチメートルを標準とするもの

とする。ただし、横断歩道に接続する歩道等の部分にあっては、この限りでない。 

２ 前項の高さは、乗合自動車停留所及び車両乗入れ部の設置の状況等を考慮して定めるものと

する。 

（横断歩道に接続する歩道等の部分） 

第９条 横断歩道に接続する歩道等の部分の縁端は、車道等の部分より高くするものとし、その

段差は２センチメートルを標準とするものとする。 

２ 前項の段差に接続する歩道等の部分は、車椅子を使用している者（以下「車椅子使用者」と

いう。）が円滑に転回できる構造とするものとする。 

（車両乗入れ部） 

第１０条 第４条の規定にかかわらず、車両乗入れ部のうち第６条第２項の規定による基準を満

たす部分の有効幅員は、２メートル以上とするものとする。 

第３章 立体横断施設 

（立体横断施設） 

第１１条 道路には、高齢者、障害者等の移動等円滑化のために必要であると認められる箇所に、

高齢者、障害者等の円滑な移動に適した構造を有する立体横断施設（以下「移動等円滑化され

た立体横断施設」という。）を設けるものとする。 

２ 移動等円滑化された立体横断施設には、エレベーターを設けるものとする。ただし、昇降の

高さが低い場合その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、エレベーターに代え

て、傾斜路を設けることができる。 

３ 前項に規定するもののほか、移動等円滑化された立体横断施設には、高齢者、障害者等の交

通の状況により必要がある場合においては、エスカレーターを設けるものとする。 

（エレベーター） 

第１２条 移動等円滑化された立体横断施設に設けるエレベーターは、次に掲げる構造とするも

のとする。 

（１） 籠の内法
のり

幅は１．５メートル以上とし、内法
のり

奥行きは１．５メートル以上とすること。 

（２） 前号の規定にかかわらず、籠の出入口が複数あるエレベーターであって、車椅子使用

者が円滑に乗降できる構造のもの（開閉する籠の出入口を音声により知らせる装置が設けら

れているものに限る。）にあっては、内法
のり

幅は１．４メートル以上とし、内法
のり

奥行きは１．

３５メートル以上とすること。 

（３） 籠及び昇降路の出入口の有効幅は、第１号の規定による基準に適合するエレベーター

にあっては９０センチメートル以上とし、前号の規定による基準に適合するエレベーターに

あっては８０センチメートル以上とすること。 

（４） 籠内に、車椅子使用者が乗降する際に籠及び昇降路の出入口を確認するための鏡を設

けること。ただし、第２号の規定による基準に適合するエレベーターにあっては、この限り
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でない。 

（５） 籠及び昇降路の出入口の戸にガラスその他これに類するものがはめ込まれていること

により、籠外から籠内が視覚的に確認できる構造とすること。 

（６） 籠内に手すりを設けること。 

（７） 籠及び昇降路の出入口の戸の開扉時間を延長する機能を設けること。 

（８） 籠内に、籠が停止する予定の階及び籠の現在位置を表示する装置を設けること。 

（９） 籠内に、籠が到着する階並びに籠及び昇降路の出入口の戸の閉鎖を音声により知らせ

る装置を設けること。 

（１０） 籠内及び乗降口には、車椅子使用者が円滑に操作できる位置に操作盤を設けること。 

（１１） 籠内に設ける操作盤及び乗降口に設ける操作盤のうち視覚障害者が利用する操作盤

は、点字を貼り付けること等により視覚障害者が容易に操作できる構造とすること。 

（１２） 乗降口に接続する歩道等又は通路の部分の有効幅は１．５メートル以上とし、有効

奥行きは１．５メートル以上とすること。 

（１３） 停止する階が３以上であるエレベーターの乗降口には、到着する籠の昇降方向を音

声により知らせる装置を設けること。ただし、籠内に籠及び昇降路の出入口の戸が開いた時

に籠の昇降方向を音声により知らせる装置が設けられている場合においては、この限りでな

い。 

（傾斜路） 

第１３条 移動等円滑化された立体横断施設に設ける傾斜路（その踊場を含む。以下同じ。）は、

次に掲げる構造とするものとする。 

（１） 有効幅員は、２メートル以上とすること。ただし、設置場所の状況その他の特別の理

由によりやむを得ない場合においては、１メートル以上とすることができる。 

（２） 縦断勾配は、５パーセント以下とすること。ただし、設置場所の状況その他の特別の

理由によりやむを得ない場合においては、８パーセント以下とすることができる。 

（３） 横断勾配は、設けないこと。 

（４） 二段式の手すりを両側に設けること。 

（５） 手すり端部の付近には、傾斜路の通ずる場所を示す点字を貼り付けること。 

（６） 路面は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い仕上げとすること。 

（７） 傾斜路の勾配部分は、その接続する歩道等又は通路の部分との色の輝度比が大きいこ

と等により当該勾配部分を容易に識別できるものとすること。 

（８） 傾斜路の両側には、立ち上がり部及び柵その他これに類する工作物を設けること。た

だし、側面が壁面である場合においては、この限りでない。 

（９） 傾斜路の下面と歩道等の路面との間が２．５メートル以下の歩道等の部分への進入を

防ぐため必要がある場合においては、柵その他これに類する工作物を設けること。 

（１０） 高さが７５センチメートルを超える傾斜路にあっては、高さ７５センチメートル以

内ごとに踏み幅１．５メートル以上の踊場を設けること。 

（エスカレーター） 

第１４条 移動等円滑化された立体横断施設に設けるエスカレーターは、次に掲げる構造とする

ものとする。 

（１） 上り専用のものと下り専用のものをそれぞれ設置すること。 

（２） 踏み段の表面及びくし板は、滑りにくい仕上げとすること。 

（３） 昇降口において、３枚以上の踏み段が同一平面上にある構造とすること。 

（４） 踏み段の端部とその周囲の部分との色の輝度比が大きいこと等により踏み段相互の境

界を容易に識別できるものとすること。 

（５） くし板の端部と踏み段の色の輝度比が大きいこと等によりくし板と踏み段との境界を
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容易に識別できるものとすること。 

（６） エスカレーターの上端及び下端に近接する歩道等及び通路の路面において、エスカレ

ーターへの進入の可否を示すこと。 

（７） 踏み段の有効幅は、１メートル以上とすること。ただし、歩行者の交通量が少ない場

合においては、６０センチメートル以上とすることができる。 

（通路） 

第１５条 移動等円滑化された立体横断施設に設ける通路は、次に掲げる構造とするものとする。 

（１） 有効幅員は、２メートル以上とし、当該通路の高齢者、障害者等の通行の状況を考慮

して定めること。 

（２） 縦断勾配及び横断勾配は設けないこと。ただし、構造上の理由によりやむを得ない場

合又は路面の排水のために必要な場合においては、この限りでない。 

（３） 二段式の手すりを両側に設けること。 

（４） 手すりの端部の付近には、通路の通ずる場所を示す点字を貼り付けること。 

（５） 路面は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い仕上げとすること。 

（６） 通路の両側には、立ち上がり部及び柵その他これに類する工作物を設けること。ただ

し、側面が壁面である場合においては、この限りでない。 

（階段） 

第１６条 移動等円滑化された立体横断施設に設ける階段（その踊場を含む。以下同じ。）は、

次に掲げる構造とするものとする。 

（１） 有効幅員は、１．５メートル以上とすること。 

（２） 二段式の手すりを両側に設けること。 

（３） 手すりの端部の付近には、階段の通ずる場所を示す点字を貼り付けること。 

（４） 回り段としないこと。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場

合においては、この限りでない。 

（５） 踏面は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い仕上げとすること。 

（６） 踏面の端部とその周囲の部分との色の輝度比が大きいこと等により段を容易に識別で

きるものとすること。 

（７） 段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものを設けない構造とすること。 

（８） 階段の両側には、立ち上がり部及び柵その他これに類する工作物を設けること。ただ

し、側面が壁面である場合においては、この限りでない。 

（９） 階段の下面と歩道等の路面との間が２．５メートル以下の歩道等の部分への進入を防

ぐため必要がある場合においては、柵その他これに類する工作物を設けること。 

（１０） 階段の高さが３メートルを超える場合においては、その途中に踊場を設けること。 

（１１） 踊場の踏み幅は、直階段の場合にあっては１．２メートル以上とし、その他の場合

にあっては当該階段の幅員の値以上とすること。 

第４章 乗合自動車停留所 

（高さ） 

第１７条 乗合自動車停留所を設ける歩道等の部分の車道等に対する高さは、１５センチメート

ルを標準とするものとする。 

（ベンチ及び上屋） 

第１８条 乗合自動車停留所には、ベンチ及びその上屋を設けるものとする。ただし、それらの

機能を代替する施設が既に存する場合又は地形の状況その他の特別の理由によりやむを得な

い場合においては、この限りでない。 

第５章 自動車駐車場 

（障害者用駐車施設） 
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第１９条 自動車駐車場には、障害者が円滑に利用できる駐車の用に供する部分（以下「障害者

用駐車施設」という。）を設けるものとする。 

２ 障害者用駐車施設の数は、自動車駐車場の全駐車台数が２００以下の場合にあっては当該駐

車台数に５０分の１を乗じて得た数以上とし、全駐車台数が２００を超える場合にあっては当

該駐車台数に１００分の１を乗じて得た数に２を加えた数以上とするものとする。 

３ 障害者用駐車施設は、次に掲げる構造とするものとする。 

（１） 当該障害者用駐車施設へ通ずる歩行者の出入口からの距離ができるだけ短くなる位置

に設けること。 

（２） 有効幅は、３．５メートル以上とすること。 

（３） 障害者用である旨を見やすい方法により表示すること。 

（障害者用停車施設） 

第２０条 自動車駐車場の自動車の出入口又は障害者用駐車施設を設ける階には、障害者が円滑

に利用できる停車の用に供する部分（以下「障害者用停車施設」という。）を設けるものとす

る。ただし、構造上の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

２ 障害者用停車施設は、次に掲げる構造とするものとする。 

（１） 当該障害者用停車施設へ通ずる歩行者の出入口からの距離ができるだけ短くなる位置

に設けること。 

（２） 車両への乗降の用に供する部分の有効幅は１．５メートル以上とし、有効奥行きは１．

５メートル以上とする等、障害者が安全かつ円滑に乗降できる構造とすること。 

（３） 障害者用である旨を見やすい方法により表示すること。 

（出入口） 

第２１条 自動車駐車場の歩行者の出入口は、次に掲げる構造とするものとする。ただし、当該

出入口に近接した位置に設けられる歩行者の出入口については、この限りでない。 

（１） 有効幅は、９０センチメートル以上とすること。ただし、当該自動車駐車場外へ通ず

る歩行者の出入口のうち１以上の出入口の有効幅は、１．２メートル以上とすること。 

（２） 戸を設ける場合は、当該戸は、有効幅を１．２メートル以上とする当該自動車駐車場

外へ通ずる歩行者の出入口のうち、１以上の出入口にあっては自動的に開閉する構造とし、

その他の出入口にあっては車椅子使用者が円滑に開閉して通過できる構造とすること。 

（３） 車椅子使用者が通過する際に支障となる段差を設けないこと。 

（通路） 

第２２条 障害者用駐車施設へ通ずる歩行者の出入口から当該障害者用駐車施設に至る通路の

うち１以上の通路は、次に掲げる構造とするものとする。 

（１） 有効幅員は、２メートル以上とすること。 

（２） 車椅子使用者が通過する際に支障となる段差を設けないこと。 

（３） 路面は、平たんで、かつ、滑りにくい仕上げとすること。 

（エレベーター） 

第２３条 自動車駐車場外へ通ずる歩行者の出入口がない階（障害者用駐車施設が設けられてい

る階に限る。）を有する自動車駐車場には、当該階に停止するエレベーターを設けるものとす

る。ただし、構造上の理由によりやむを得ない場合においては、エレベーターに代えて、傾斜

路を設けることができる。 

２ 前項のエレベーターのうち１以上のエレベーターは、前条に規定する出入口に近接して設け

るものとする。 

３ 第１２条第１号から第４号までの規定は、第１項のエレベーター（前項のエレベーターを除

く。）について準用する。 

４ 第１２条の規定は、第２項のエレベーターについて準用する。 
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（傾斜路） 

第２４条 第１３条の規定は、前条第１項の傾斜路について準用する。 

（階段） 

第２５条 第１６条の規定は、自動車駐車場外へ通ずる歩行者の出入口がない階に通ずる階段の

構造について準用する。 

（屋根） 

第２６条 屋外に設けられる自動車駐車場の障害者用駐車施設、障害者用停車施設及び第２２条

に規定する通路には、屋根を設けるものとする。 

（便所） 

第２７条 障害者用駐車施設を設ける階に便所を設ける場合は、当該便所は、次に掲げる構造と

するものとする。 

（１） 便所の出入口付近に、男子用及び女子用の区別（当該区別がある場合に限る。）並び

に便所の構造を視覚障害者に示すための点字による案内板その他の設備を設けること。 

（２） 床の表面は、滑りにくい仕上げとすること。 

（３） 男子用小便器を設ける場合においては、１以上の床置式小便器、壁掛式小便器（受け

口の高さが３５センチメートル以下のものに限る。）その他これらに類する小便器を設ける

こと。 

（４） 前号の規定により設けられる小便器には、手すりを設けること。 

２ 障害者用駐車施設を設ける階に便所を設ける場合は、そのうち１以上の便所は、次の各号に

掲げる基準のいずれかに適合するものとする。 

（１） 便所（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれの便所）内に高齢者、障害者

等の円滑な利用に適した構造を有する便房が設けられていること。 

（２） 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便所であること。 

第２８条 前条第２項第１号の便房を設ける便所は、次に掲げる構造とするものとする。 

（１） 第２２条に規定する通路と便所との間の経路における通路のうち１以上の通路は、同

条各号に定める構造とすること。 

（２） 出入口の有効幅は、８０センチメートル以上とすること。 

（３） 出入口には、車椅子使用者が通過する際に支障となる段を設けないこと。ただし、傾

斜路を設ける場合においては、この限りでない。 

（４） 出入口には、高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便房が設けられて

いることを表示する案内標識を設けること。 

（５）出入口に戸を設ける場合においては、当該戸は、次に掲げる構造とすること。 

ア 有効幅は、８０センチメートル以上とすること。 

イ 高齢者、障害者等が容易に開閉して通過できる構造とすること。 

（６）車椅子使用者の円滑な利用に適した広さを確保すること。 

２ 前条第２項第１号の便房は、次に掲げる構造とするものとする。 

（１） 出入口には、車椅子使用者が通過する際に支障となる段を設けないこと。 

（２） 出入口には、当該便房が高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有するもので

あることを表示する案内標識を設けること。 

（３） 腰掛便座及び手すりを設けること。 

（４） 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する水洗器具を設けること。 

３ 第１項第２号、第５号及び第６号の規定は、前項の便房について準用する。 

第２９条 前条第１項第１号から第３号まで、第５号及び第６号並びに第２項第２号から第４号

までの規定は、第２７条第２項第２号の便所について準用する。この場合において、前条第２

項第２号中「当該便房」とあるのは、「当該便所」と読み替えるものとする。 
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第６章 移動等円滑化のために必要なその他の施設等 

（案内標識） 

第３０条 交差点、駅前広場その他の移動の方向を示す必要がある箇所には、高齢者、障害者等

が見やすい位置に、高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用すると認められる

官公庁施設、福祉施設その他の施設及びエレベーターその他の移動等円滑化のために必要な施

設の案内標識を設けるものとする。 

２ 前項の案内標識には、点字、音声その他の方法により視覚障害者を案内する設備を設けるも

のとする。 

（視覚障害者誘導用ブロック） 

第３１条 歩道等、立体横断施設の通路、乗合自動車停留所及び自動車駐車場の通路には、視覚

障害者の移動等円滑化のために必要であると認められる箇所に、視覚障害者誘導用ブロックを

敷設するものとする。 

２ 視覚障害者誘導用ブロックの色は、黄色その他の周囲の路面との輝度比が大きいこと等によ

り当該ブロック部分を容易に識別できる色とするものとする。 

３ 視覚障害者誘導用ブロックには、視覚障害者の移動等円滑化のために必要であると認められ

る箇所に、音声により視覚障害者を案内する設備を設けるものとする。 

（休憩施設） 

第３２条 歩道等には、適当な間隔でベンチ及びその上屋を設けるものとする。ただし、これら

の機能を代替するための施設が既に存する場合その他の特別の理由によりやむを得ない場合

においては、この限りでない。 

（照明施設） 

第３３条 歩道等及び立体横断施設には、照明施設を連続して設けるものとする。ただし、夜間

における当該歩道等及び立体横断施設の路面の照度が十分に確保される場合においては、この

限りでない。 

２ 乗合自動車停留所及び自動車駐車場には、高齢者、障害者等の移動等円滑化のために必要で

あると認められる箇所に、照明施設を設けるものとする。ただし、夜間における当該乗合自動

車停留所及び自動車駐車場の路面の照度が十分に確保される場合においては、この限りでない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第３条の規定により歩道を設けるものとされる道路の区間のうち、一体的に移動等円滑化を

図ることが特に必要な道路の区間について、市街化の状況その他の特別の理由によりやむを得

ない場合においては、同条の規定にかかわらず、当分の間、歩道に代えて、車道及びこれに接

続する路肩の路面における凸部、車道における狭窄
さく

部又は屈曲部その他の自動車を減速させて

歩行者又は自転車の安全な通行を確保するための道路の部分を設けることができる。 

３ 第３条の規定により歩道を設けるものとされる道路の区間のうち、一体的に移動等円滑化を

図ることが特に必要な道路の区間について、市街化の状況その他の特別の理由によりやむを得

ない場合においては、第４条の規定にかかわらず、当分の間、当該区間における歩道の有効幅

員を１．５メートルまで縮小することができる。 

４ 移動等円滑化された立体横断施設に設けられるエレベーター又はエスカレーターが存する

道路の区間について、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、第

４条の規定にかかわらず、当分の間、当該区間における歩道等の有効幅員を１メートルまで縮

小することができる。 
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５ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ないため、第８条の規定による基準をそのま

ま適用することが適当でないと認められるときは、当分の間、この規定による基準によらない

ことができる。 

６ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、第１０条の規定の適用

については、当分の間、同条中「２メートル」とあるのは、「１メートル」とする。 

 

条例第条例第条例第条例第１１１１１１１１号号号号    

 大和高田市における高齢者、障害者等の移動等の円滑化のために必要な特定公園施設の設置の基準 

に関する条例を次のように定める。 

  平成２５年３月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市における高齢者、障害者等の移動等の円滑化のために必要な特定公園施設の設置の

基準に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９

１号。以下「法」という。）第１３条第１項の規定に基づき、移動等円滑化のために必要な特定公園

施設の設置に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法第２条に定めるところによる。 

（一時使用目的の特定公園施設） 

第３条 災害等のため一時使用する特定公園施設の設置については、次条から第１４条までの規

定によらないことができる。 

（園路及び広場） 

第４条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する高齢者、障害

者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成１８年政令第３７９号。以下「令」と

いう。）第３条第１号に規定する園路及び広場を設ける場合は、そのうち１以上は、次に掲げ

る基準に適合するものでなければならない。 

 （１） 出入口は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

  ア 幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由

によりやむを得ない場合は、９０センチメートル以上とすることができる。 

  イ 車止めを設ける場合は、当該車止めの相互間の間隔のうち１以上は、９０センチメート

ル以上とすること。 

  ウ 出入口からの水平距離が１５０センチメートル以上の水平面を確保すること。ただし、

地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、この限りでない。 

  エ オに掲げる場合を除き、車椅子を使用している者（以下「車椅子使用者」という。）が

通過する際に支障となる段がないこと。 

  オ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場合は、傾斜路（その踊場

を含む。以下同じ。）を併設すること。 

 （２） 通路は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

  ア 幅は、１８０センチメートル以上とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由

によりやむを得ない場合は、通路の末端の付近の広さを車椅子の転回に支障のないものと

し、かつ、５０メートル以内ごとに車椅子が転回することができる広さの場所を設けた上

で、幅を１２０センチメートル以上とすることができる。 

  イ ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。 

  ウ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場合は、傾斜路を併設する



平成２５年４月１０日（水）       大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公 報報報報              第２９１号 

 22

こと。 

  エ 縦断勾配は、５パーセント以下とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由に

よりやむを得ない場合は、８パーセント以下とすることができる。 

  オ 横断勾配は、１パーセント以下とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由に

よりやむを得ない場合は、２パーセント以下とすることができる。 

  カ 路面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 

 （３） 階段（その踊場を含む。以下同じ。）は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

ア 手すりが両側に設けられていること。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりや

むを得ない場合は、この限りでない。 

イ 手すりの端部の付近には、階段の通ずる場所を示す点字を貼り付けること。 

ウ 回り段がないこと。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、

この限りでない。 

エ 踏面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 

オ 段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものが設けられていない構造のもので

あること。 

カ 階段の両側には、立ち上がり部が設けられていること。ただし、側面が壁面である場合

は、この限りでない。 

 （４） 階段を設ける場合は、傾斜路を併設しなければならないこと。ただし、地形の状況そ

の他の特別の理由により傾斜路を設けることが困難である場合は、エレベーター、エスカレ

ーターその他の昇降機であって高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造のものをもって

これに代えることができる。 

 （５） 傾斜路（階段若しくは段に代わり、又はこれらに併設するものに限る。）は、次に掲

げる基準に適合するものであること。 

ア 幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、階段又は段に併設する場合は、

９０センチメートル以上とすることができる。 

イ 縦断勾配は、８パーセント以下とすること。 

ウ 横断勾配は、設けないこと。 

エ 路面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 

オ 高さが７５センチメートルを超える傾斜路にあっては、高さ７５センチメートル以内ご

とに踏み幅１５０センチメートル以上の踊場が設けられていること。 

カ 手すりが両側に設けられていること。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりや

むを得ない場合は、この限りでない。 

キ 傾斜路の両側には、立ち上がり部が設けられていること。ただし、側面が壁面である場

合は、この限りでない。 

 （６） 高齢者、障害者等が転落するおそれのある場所には、柵、令第１１条第２号に規定す

る点状ブロック等及び令第２１条第２項第１号に規定する線状ブロック等を適切に組み合

わせて床面に敷設したもの（以下「視覚障害者誘導用ブロック」という。）その他の高齢者、

障害者等の転落を防止するための設備が設けられていること。 

 （７） 次条から第１２条までの規定により設けられた特定公園施設のうちそれぞれ１以上及

び高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則（平成１８年国土交通省

令第１１０号）第２条第２項の主要な公園施設に接続していること。 

（屋根付広場） 

第５条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する屋根付広場を

設ける場合は、そのうち１以上は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

 （１） 出入口は、次に掲げる基準に適合するものであること。 
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  ア 幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由

によりやむを得ない場合は、８０センチメートル以上とすることができる。 

  イ ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。 

ウ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場合は、傾斜路を併設する

こと。 

 （２） 車椅子使用者の円滑な利用に適した広さが確保されていること。 

（休憩所及び管理事務所） 

第６条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する休憩所を設け

る場合は、そのうち１以上は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

 （１） 出入口は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

  ア 幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由

によりやむを得ない場合は、８０センチメートル以上とすることができる。 

  イ ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。 

  ウ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場合は、傾斜路を併設する

こと。 

  エ 戸を設ける場合は、当該戸は、次に掲げる基準に適合するものであること 

（ア） 幅は、８０センチメートル以上とすること。 

（イ） 高齢者、障害者等が容易に開閉して通過できる構造のものであること。 

 （２） カウンターを設ける場合は、そのうち１以上は、車椅子使用者の円滑な利用に適した

構造のものであること。ただし、常時勤務する者が容易にカウンターの前に出て対応できる

構造である場合は、この限りでない。 

 （３） 車椅子使用者の円滑な利用に適した広さが確保されていること。 

 （４） 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所を設け

る場合は、そのうち１以上は、第９条第２項、第１０条及び第１１条の基準に適合するもの

であること。 

２ 前項の規定は、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する管

理事務所について準用する。この場合において、同項中「休憩所を設ける場合は、そのうち１

以上は」とあるのは、「管理事務所は」と読み替えるものとする。 

（野外劇場及び野外音楽堂） 

第７条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する野外劇場は、

次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

 （１） 出入口は、第５条第１号の基準に適合するものであること。 

 （２） 出入口と次号の車椅子使用者用観覧スペース及び第４号の便所との間の経路を構成す

る通路は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

  ア 幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由

によりやむを得ない場合は、通路の末端の付近の広さを車椅子の転回に支障のないものと

した上で、幅を８０センチメートル以上とすることができる。 

イ ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。 

ウ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場合は、傾斜路を併設する

こと。 

エ 縦断勾配は、５パーセント以下とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由に

よりやむを得ない場合は、８パーセント以下とすることができる。 

オ 横断勾配は、１パーセント以下とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由に

よりやむを得ない場合は、２パーセント以下とすることができる。 

カ 路面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 
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キ 高齢者、障害者等が転落するおそれのある場所には、柵、視覚障害者誘導用ブロックそ

の他の高齢者、障害者等の転落を防止するための設備が設けられていること。 

 （３） 当該野外劇場の収容定員が２００以下の場合は当該収容定員に５０分の１を乗じて得

た数以上、収容定員が２００を超える場合は当該収容定員に１００分の１を乗じて得た数に

２を加えた数以上の車椅子使用者が円滑に利用することができる観覧スペース（次項におい

て「車椅子使用者用観覧スペース」という。）を設けること。 

 （４） 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所を設け

る場合は、そのうち１以上は、第９条第２項、第１０条及び第１１条の基準に適合するもの

であること。 

２ 車椅子使用者用観覧スペースは、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

 （１） 幅は９０センチメートル以上であり、奥行きは１２０センチメートル以上であること。 

 （２） 車椅子使用者が利用する際に支障となる段がないこと。 

 （３） 車椅子使用者が転落するおそれのある場所には、柵その他の車椅子使用者の転落を防止す

るための設備が設けられていること。 

３ 前２項の規定は、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する

野外音楽堂について準用する。 

（駐車場） 

第８条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する駐車場を設け

る場合は、そのうち１以上に、当該駐車場の全駐車台数が２００以下の場合は当該駐車台数に

５０分の１を乗じて得た数以上、全駐車台数が２００を超える場合は当該駐車台数に１００分

の１を乗じて得た数に２を加えた数以上の車椅子使用者が円滑に利用することができる駐車

施設（以下「車椅子使用者用駐車施設」という。）を設けなければならない。ただし、専ら大

型自動二輪車及び普通自動二輪車（いずれも側車付きのものを除く。）の駐車のための駐車場

については、この限りでない。 

２ 車椅子使用者用駐車施設は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

 （１） 幅は、３５０センチメートル以上とすること。 

 （２） 車椅子使用者用駐車施設又はその付近に、車椅子使用者用駐車施設の表示をすること。 

（便所） 

第９条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所は、次に

掲げる基準に適合するものでなければならない。 

 （１） 床の表面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 

 （２） 男子用小便器を設ける場合は、１以上の床置式小便器、壁掛式小便器（受け口の高さ

が３５センチメートル以下のものに限る。）その他これらに類する小便器が設けられている

こと。 

 （３） 前号の規定により設けられる小便器には、手すりが設けられていること。 

２ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所を設ける場合

は、そのうち１以上は、前項に掲げる基準のほか、次に掲げる基準のいずれかに適合するもの

でなければならない。 

 （１） 便所（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれの便所）内に高齢者、障害者

等の円滑な利用に適した構造を有する便房が設けられていること。 

 （２） 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便所であること。 

第１０条 前条第２項第１号の便房が設けられた便所は、次に掲げる基準に適合するものでなけ

ればならない。 

 （１） 出入口は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

  ア 幅は、８０センチメートル以上とすること。 
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イ ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。 

ウ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場合は、傾斜路を併設する

こと。 

エ 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便房が設けられていることを表示

する標識が設けられていること。 

オ 戸を設ける場合は、当該戸は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

   （ア） 幅は、８０センチメートル以上とすること。 

   （イ） 高齢者、障害者等が容易に開閉して通過できる構造のものであること。 

 （２） 車椅子使用者の円滑な利用に適した広さが確保されていること。 

２ 前条第２項第１号の便房は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

 （１） 出入口には、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。 

 （２） 出入口には、当該便房が高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造のものであることを

表示する標識が設けられていること。 

 （３） 腰掛便座及び手すりが設けられていること。 

（４） 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する水洗器具が設けられていること。 

３ 第１項第１号ア及びオ並びに第２号の規定は、前項の便房について準用する。 

第１１条 前条第１項第１号アからウまで及びオ並びに第２号並びに第２項第２号から第４号

までの規定は、第９条第２項第２号の便所について準用する。この場合において、前条第２項

第２号中「当該便房」とあるのは、「当該便所」と読み替えるものとする。 

（水飲場及び手洗場） 

第１２条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する水飲場を設

ける場合は、そのうち１以上は、高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造のものでなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定は、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する手

洗場について準用する。 

（掲示板及び標識） 

第１３条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する掲示板は、

次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

 （１） 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造のものであること。 

 （２） 当該掲示板に表示された内容が容易に識別できるものであること。 

２ 前項の規定は、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する標

識について準用する。 

第１４条 第４条から前条までの規定により設けられた特定公園施設の配置を表示した標識を

設ける場合は、そのうち１以上は、第４条の規定により設けられた園路及び広場の出入口の付

近に設けなければならない。 

   附 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

条例第条例第条例第条例第１２１２１２１２号号号号    

 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  平成２５年３月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年条例第２４号）の一部を次のように改正

する。 
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 第６条の３中「及びその所有に係る住宅（管理者が定めるこれに準ずる住宅を含む。）に居住して

いる職員」を削る。 

   附 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の前日において、改正前の企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第６条の

３に規定する住宅（その所有に係る住宅（管理者が定めるこれに準ずる住宅）に限る。）に居住す

る職員で世帯主であるものについては、この条例の規定にかかわらず、平成２６年３月３１日まで

の間、一般職の職員の例によるものとする。 

 

条例第条例第条例第条例第１３１３１３１３号号号号    

 大和高田市水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  平成２５年３月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 大和高田市水道事業給水条例（昭和３３年条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

 第２９条第１項の表中備考以外の部分を次のように改める。 

用途 
基本料金（１月につき） 従量料金 

（１月１立方メートルにつき） メーターの口径 金額 

普通用 １３ミリメートル ４４０円 １立方メートル以上１０立方メートル以

下 

２０ミリメートル ５４０円 １６０円 

２５ミリメートル ７５０円 １０立方メートルを超え２０立方メート

ル以下 

４０ミリメートル １，２００円 ２００円 

５０ミリメートル ３，８００円 ２０立方メートルを超え５０立方メート

ル以下 

７５ミリメートル ６，４００円 ２５０円 

１００ミリメートル ７，８００円 ５０立方メートルを超え１００立方メー

トル以下 

１５０ミリメートル １４，０００円 ３４０円 

１５０ミリメートルを

超えるもの 

管理者が定める額 １００立方メートルを超え４，０００立

方メートル以下 

４６０円

４，０００立方メートルを超える部分 

２６０円

浴場用 普通用のメーターの口径による額 

  

１００立方メートル以下 

普通用の従量料金に準ずる額 

１００立方メートルを超える部分 

２６０円 

臨時用 普通用のメーターの口径による額 ７００円 

   附 則 

（施行期日） 
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１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

（料金の適用） 

２ この条例による改正後の大和高田市水道事業給水条例第２９条第１項の規定は、平成２５年６月

に調定すべき料金から適用する。 

 

条例第条例第条例第条例第１４１４１４１４号号号号    

 大和高田市消防団に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  平成２５年３月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市消防団に関する条例の一部を改正する条例 

 大和高田市消防団に関する条例（昭和３６年条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「非常勤の」を「消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）の規定に基づき、消防団の設

置、名称及び区域並びに」に改める。 

 第１４条を第１５条とする。 

 第１３条第２項中「の規定により別表第１の２項」を「別表第１の２項」に改め、同条を第１４条

とし、第１２条を第１３条とする。 

 第１１条第２項中「期限」を「期間」に改め、同条を第１２条とする。 

 第１０条中「もの」を「者」に改め、同条第２号中「違背」を「違反」に改め、同条を１１条とす

る。 

 第９条第１号中「挺」を「てい」に改め、同条第２号中「、上長」を「上長」に、「もと」を「下」

に、「こと」を「事」に改め、同条第３号中「慎しまなければ」を「慎まなければ」に改め、同条第４

号中「饗」を「供」に改め、同条第６号中「団員は、団」を「消防団」に改め、同条を第１０条とし、

第８条を第９条とし、第７条を第８条とし、第６条を第７条とする。 

 第５条第２項中「指示した」を「指示する」に改め、同条を第６条とする。 

 第４条第１項中「、その」を「その」に改め、同条を第５条とし、第３条を第４条とする。 

 第２条中「、団長が」を「団長が」に改め、同条を第３条とし、第１条の次に次の１条を加える。 

 （設置、名称及び区域） 

第２条 本市に消防団を設置する。 

２ 前項の消防団の名称は、大和高田市消防団（以下「消防団」という。）とし、その管轄区域は、市

内の全域とする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

規則第規則第規則第規則第４３４３４３４３号号号号    

 大和高田市児童手当事務処理規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２４年１２月２８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市児童手当事務処理規則の一部を改正する規則 

大和高田市児童手当事務処理規則（平成２４年規則第２２号）の一部を次のように改正する。  

第１８条第２項中「場合には、」の次に「一般受給者の場合は」を、「様式第１８号）」の次に「に 

より、施設等受給者の場合は児童手当支払通知書（施設等受給者用）（様式第１９号）」を加え、「受

給者」を「当該受給者」に改める。 

第１９条中「ときは、」の次に「一般受給者の場合は」を加え、「様式第１９号）」を「様式第２０ 

規規規規    則則則則    
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号）により、施設等受給者の場合は児童手当支払差止通知書（施設等受給者用）（様式第２１号）」に、 

「受給者」を「当該受給者」に改める。 

様式第１号中 

「 

児童手当 

特例給付 

                  」を 

「 

児童手当 

特例給付 

                  」に、 

「 

備 考  

                                      」を 

「 

認 定 請 求 却 下 に 関 す る 事 項 
却下した理由 
（                                                       ） 

備 考  

                                      」に改める。 

様式第２号を次のように改める。 

様式第２号（第４条関係） 

第   号 

      年  月  日 
         様 

     大和高田市長     印   

児童手当・特例給付認定請求却下通知書 

                                     児童手当 

年  月  日付で請求のありました      については、次の理由で請求 

                       特例給付 

を却下しましたので通知します。 

 なお、この決定に不服のあるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して６０日以内に奈良

県知事に対して審査請求をすることができます。さらに、この決定の取消しを求める訴え（取消訴訟）

は、上記の審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に大和高田市を被

告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）提起することができ

ます。 

認   定  に  関  す  る  事  項  
 

１．支給対象児童数 
 
 
 
 
２．区分 
 
 
３．手当月額 
 

（３歳未満）                  人  
 
 
 
 
 
 
 

（３歳以上小学校修了前）      人 
（中学生）                   人 
        計        人 
  

児童手当 
特例給付 

  
（３歳未満）                  円 
（３歳以上小学校修了前）      円 
（中学生）                   円 
        計        円 
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４．支給開始年月 
 
５．支給要件児童に該当しない児童の氏名及びその理由  
（                                                       ） 

認 定 請 求 却 下 に 関 す る 事 項 
却下した理由 
（                                                       ） 

備 考 
 

様式第３号中 

「 

備 考  

                                      」を 

「 

認 定 請 求 却 下 に 関 す る 事 項 
却下した理由 
（                                                       ） 

備 考  

                                      」に改める。 

様式第４号を次のように改める。 

様式第４号（第５条関係） 
第   号 

   年  月  日 
         様 

    大和高田市長     印   

児童手当認定請求却下通知書（施設等受給資格者用） 

年  月  日付で請求のありました児童手当については、次の理由で請求を却下しました

ので通知します。 

 なお、この決定に不服のあるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して６０日以内に奈良

県知事に対して審査請求をすることができます。さらに、この決定の取消しを求める訴え（取消訴訟）

は、上記の審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に大和高田市を被

告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）提起することができ

ます。 

認  定  に  関  す  る  事  項 

 

１．支給対象児童数 
 
 
 
 
２．手当月額 
 

（３歳未満）                  人  
 
 
 
 
 
 
 

（３歳以上）            人 
        計        人 
 
 
（３歳未満）                  円 
（３歳以上）            円 
        計        円 
 
 

３．支給開始年月               
 
４．支給対象児童の氏名及び生年月日（※） 
 
５．支給対象とならなかった児童の氏名、生年月日及びその理由（※） 
（※）４、５については、この通知書の別紙をご確認ください。 
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認 定 請 求 却 下 に 関 す る 事 項 
却下した理由 
（                                                       ） 

備 考  

別紙 

４．支給対象児童の氏名及び生年月日  

児童の氏名 生年月日 児童の氏名 生年月日 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

５．支給対象とならなかった児童の氏名、生年月日及びその理由 

児童の氏名 生年月日 理由 児童の氏名 生年月日 理由 

      

      

      

      

      

様式第５号中 

「となる児童の数」を「児童数」に、 

「 

児童手当 

特例給付 

                   」を 

「 

児童手当 

特例給付 

                   」に、「増額」を「増」に、 

「 

備 考  

                                      」を 

「 

認 定 請 求 却 下 に 関 す る 事 項 

却下した理由 
（                                                       ） 

備 考  

                                      」に改める。 

様式第６号を次のように改める。 
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様式第６号（第６条関係） 
第   号 

   年  月  日 
        様 

    大和高田市長     印   

児童手当・特例給付額改定請求却下通知書 

児童手当 
の額の改定については請求、届出により、次のとおり却下しましたので通知 

特例給付 

します。 

 なお、この決定に不服のあるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して６０日以内に奈良

県知事に対して審査請求をすることができます。さらに、この決定の取消しを求める訴え（取消訴訟）

は、上記の審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に大和高田市を被

告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）提起することができ

ます。 

額  改  定  に  関  す  る  事  項  
 

１．改定後の支給対象児童数 
 
 
 
 
２．区分 
 
 
３．改定後の手当月額 
 

（３歳未満）                  人  
 
 
 
 
 
 
 

（３歳以上小学校修了前）      人 
（中学生）                   人 
        計        人 
  

児童手当 
特例給付 

  
（３歳未満）                  円 
（３歳以上小学校修了前）      円 
（中学生）                   円 
        計        円 
 

４．改定年月 
 
５．改定(増・減額)の理由  
（                                                       ） 

額 改 定 請 求 却 下 に 関 す る 事 項 

却下した理由 
（                                                       ） 

備 考 
 

様式第７号中 

「となる児童の数」を「児童数」に、 

「 

備 考  

                                      」を 

「 

認 定 請 求 却 下 に 関 す る 事 項 

却下した理由 
（                                                       ） 

備 考 
 

                                      」に改める。 

様式第８号を次のように改める。 

様式第８号（第８条関係） 
第   号 
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   年  月  日 
         様 

    大和高田市長     印   

児童手当額改定請求却下通知書（施設等受給者用） 

児童手当の額の改定については請求、届出により、次のとおり却下しましたので通知します。 

 なお、この決定に不服のあるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して６０日以内に奈良

県知事に対して審査請求をすることができます。さらに、この決定の取消しを求める訴え（取消訴訟）

は、上記の審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に大和高田市を被

告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）提起することができ

ます。 

別紙 

額  改  定  に  関  す  る  事  項 

 

１．改定後の支給対象児童数 
 
 
 
 
 

２．改定後の手当月額 
 

（３歳未満）                 人  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３歳以上）           人 
       計         人 
  

  

（３歳未満）                 円 
（３歳以上）           円 
       計         円 
 

３．改定年月              
 

４．増額又は減額の原因となる児童の氏名、生年月日及び改定の理由（※） 

 

５．支給対象とならなかった児童の氏名、生年月日及び改定の理由（※） 
 
（※）４、５については、この通知書の別紙をご確認ください。 

額 改 定 請 求 却 下 に 関 す る 事 項 

却下した理由 
（                                                       ） 

備 考 
 

４．増額又は減額の原因となる児童の氏名、生年月日及び改定の理由  

児童の氏名 生年月日 改定（増・減額）理由 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

５．支給対象とならなかった児童の氏名、生年月日及び改定の理由 
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児童の氏名 生年月日 改定の理由 

   

   

   

   

   

   

   

   
様式第９号中 

「 ２．支給終了年月         年  月  分まで 

  ３．消滅の理由                    」を 

「 ２．消滅の理由                    」に改める。 

様式第１０号中 

「 ２．支給終了年月         年  月  分まで 

  ３．消滅の理由                    」を 

「 ２．消滅の理由                    」に改める。 

様式第１１号及び様式第１３号を次のように改める。 

様式第１１号（第１４条関係） 
第   号 

   年  月  日 
         様 

    大和高田市長     印   

未支払児童手当・特例給付支給決定通知書 
                      児童手当 

年  月  日付で請求のありました未支払      の支給については、次のとおり支  

特例給付 

給することに決定しましたので通知します。 

 なお、この決定に不服のあるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して６０日以内に奈良

県知事に対して審査請求をすることができます。さらに、この決定の取消しを求める訴え（取消訴訟）

は、上記の審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に大和高田市を被

告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）提起することができ

ます。 

支
払
の
内
容
 

支払期間 
  年  月  分から 

  年  月  分まで 

支払金額           円 

支払年月日     年  月  日 

支払方法  

却下の理由  

様式第１３号（第１４条関係） 
第   号 

   年  月  日 
         様 

    大和高田市長     印   

 未支払児童手当・特例給付請求却下通知書 
                                        児童手当 

年  月  日付で請求のありました未支払      の支給については、次とおり請求 
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特例給付 

請求を却下しましたので通知します。 

 なお、この決定に不服のあるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して６０日以内に奈良

県知事に対して審査請求をすることができます。さらに、この決定の取消しを求める訴え（取消訴訟）

は、上記の審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に大和高田市を被

告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）提起することができ

ます。 

支
払
の
内
容
 

支払期間 
  年  月  分から 

  年  月  分まで 

支払金額           円 

支払年月日     年  月  日 

支払方法  

却下の理由  

様式第１６号から様式第１９号までを次のように改める。  

様式第１６号（第１６条関係） 

第   号    

様                          年  月  日 

                                     大和高田市長印  

児童手当・特例給付に係る学校給食費等の徴収（支払）に係る通知書 

            第１項 

児童手当法第２２条の３     の規定に基づく申出のあった費用について、下記のとおり、 

            第２項 

児童手当 

     から徴収する（支払う）ことといたしますので通知します。 

 特例給付 

記 
徴収（支払）の内容 

児童の氏名 
児童手当等から徴収 

する（支払う）費用 
徴収期間 備考 

  年  月から 
年  月まで 

 

  年  月から 
年  月まで 

 

  年  月から 
年  月まで 

 

＊次項以降にも明細があります。別紙をご確認ください。 

別紙  
徴収（支払）の内容 

児童の氏名 
児童手当等から徴収 

する（支払う）費用 
徴収期間 備考 
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様式第１７号（第１７条関係） 

第   号 

様                             年  月  日 

                           大和高田市長     印  

保育料特別徴収通知書 

児童手当法第２２条の４の規定によって、保育料の特別徴収額を下記のとおり決定（変更）した

ので通知します。     

記 

１．対象児童  

 
２．徴収内容 

児童手当等支払期日 特別徴収する保育料の額 摘要 

年 月分 
円  

（            月分保育料） 

 

年 月分 
円  

（         月分保育料） 

 

年 月分 
円  

（         月分保育料） 

 

年 月分 
円  

（         月分保育料） 

 

 

なお、この決定に不服のあるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して６０日以内に大

和高田市長に対して異議申立てをすることができます。この決定の取消しを求める訴え（取消訴訟）

は、この通知を受けた日（上記の異議申立てに対する決定を受けた日）の翌日から起算して６か月

以内に大和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となりま

す。）提起することができます。 

様式第１８号（第１８条関係） 
第   号 

   年  月  日 
         様 

児童手当・特例給付支払通知書 

児童手当 

  の支払については、次のとおり、あなたの預貯金等の口座に振り込みましたので通知し 

 特例給付 

ます。 

受給者氏名  

支払期間  

支払金額  

支払年月日  

大和高田市長   印 
様式第１９号（第１８条関係）                          第   号 

   年  月  日 
    大和高田市長     印   

児童手当支払通知書（施設等受給者用） 

 児童手当の支払については、次のとおり、あなたの預貯金等の口座に振り込みましたので通知しま

す。 

児童の氏名 生年月日 支払の内容 
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支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額        円 

  
支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額        円 

  
支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額 円 

  
支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額        円 

  
支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額 円 

  
支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額 円 

＊その他の児童については、この通知書の別紙をご確認ください。 
合計         円 

支 払 年 月 日     年   月   日 
別紙 

児童の氏名 生年月日 支払の内容 

  
支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額        円 

  
支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額        円 

  
支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額 円 

  
支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額        円 

  
支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額 円 

  
支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額 円 

  
支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額        円 

  
支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額        円 

  
支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額 円 

                    
支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額        円 

  
支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額        円 
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支払期間 

   年 月分から 
   年 月分まで 

支払金額        円 

様式に次の２様式を加える。 

様式第２０号（第１９条関係） 

第   号 

   年  月  日 
         様 

    大和高田市長     印   

児童手当・特例給付支払差止通知書 

  児童手当 

次のとおり       の支払を差し止めましたので通知します。 

      特例給付 

 なお、この決定に不服のあるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して６０日以内に奈良

県知事に対して審査請求をすることができます。さらに、この決定の取消しを求める訴え（取消訴訟）

は、上記の審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に大和高田市を被

告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）提起することができ

ます。 

支
払
差
止

の
内
容
 

支払差止事由  

支払差止額                            円 

支払差止期間 
    年  月分から 

    年  月分まで 

様式第２１号（第１９条関係） 
第   号 

   年  月  日 
         様 

    大和高田市長     印   

児童手当支払差止通知書（施設等受給者用） 

次のとおり児童手当の支払を差し止めましたので通知します。 

 なお、この決定に不服のあるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して６０日以内に奈良

県知事に対して審査請求をすることができます。さらに、この決定の取消しを求める訴え（取消訴訟）

は、上記の審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に大和高田市を被

告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）提起することができ

ます。 

支
払
差
止

の
内
容
 

支払差止事由  

支払差止額                            円 

支払差止期間 
    年  月分から 

    年  月分まで 

   附 則 

 この規則は、平成２５年１月１日から施行する。 

 

規則第規則第規則第規則第４４４４４４４４号号号号    

 大和高田市下水道条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２４年１２月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市下水道条例施行規則の一部を改正する規則 
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 大和高田市下水道条例施行規則（昭和５９年規則第４号）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第１章 総則（第１条）」を 

「第１章 総則（第１条） 

第１章の２ 公共下水道の構造の技術上の基準（第１条の２・第１条の３）」に改める。 

 第１章の次に次の１章を加える。 

   第１章の２ 公共下水道の構造の技術上の基準 

 （耐震性能を確保するために講ずべき措置） 

第１条の２ 条例第２条の３第４号（条例第３７条の２第１項において準用する場合を含む。）に規

定する規則で定める措置は、耐震性能を確保するための次に掲げる措置とする。 

 （１） 排水施設（これを補完する施設を含む。この条において同じ。）の周辺の地盤（埋戻し土

を含む。次号及び第４号において同じ。）に液状化が生ずるおそれがある場合においては、当該

排水施設の周辺の地盤の改良、埋戻し土の締固め若しくは固化若しくは砕石による埋戻し又は杭
くい

基礎の強化その他の有効な損傷の防止又は軽減のための措置 

 （２） 排水施設の周辺の地盤に側方流動が生ずるおそれがある場合においては、護岸の強化又は

地下連続壁の設置その他の有効な損傷の防止又は軽減のための措置 

 （３） 排水施設の伸縮その他の変形により当該排水施設に損傷が生ずるおそれがある場合におい

ては、可撓
とう

継手又は伸縮継手の設置その他の有効な損傷の防止又は軽減のための措置 

 （４） 前３号に定めるもののほか、排水施設に用いられる材料、排水施設の周辺の地盤その他の

諸条件を勘案して、耐震性能を確保するために必要と認められる措置 

２ 耐震性能は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

 （１） 地域の防災対策上必要と認められる施設の下水を排除するために設けられる排水施設その

他の都市機能の維持を図る上で重要な排水施設及び破損した場合に二次災害を誘発するおそれが

あり、又は復旧が極めて困難であると見込まれる排水施設 次に定めるところによる。 

  ア 施設の供用期間内に発生する確率が高い地震動に対して、所要の構造の安定を確保し、かつ、

当該排水施設の健全な流下能力及び処理機能を損なわないこと。 

  イ 施設の供用期間内に発生する確率が低いが、大きな強度を有する地震動に対して生じる被害

が軽微であり、かつ、地震後の速やかな流下能力及び処理機能の回復が可能なものとし、当該

排水施設の所期の流下能力及び処理機能を保持すること。 

 （２） 前号に掲げる排水施設以外の排水施設 同号アに定めるとおりとする。 

（排水管の内径及び排水渠
きよ

の断面積の数値） 

第１条の３ 条例第２条の３第５号（条例第３７条の２第１項において準用する場合を含む。）に規定

する規則で定める数値は、排水管の内径にあっては１５０ミリメートル（自然流下によらない排水

管にあっては、３０ミリメートル）とし、排水渠
きよ

の断面積にあっては５，０００平方ミリメートル

とする。 

 第６条の見出し並びに同条第１項及び第３項中「排水設備」を「排水設備等」に改める。 

 第７条の見出し並びに同条第１項及び第２項中「排水設備」を「排水設備等」に改め、同条第３項

中「に規定する」を「の」に改め、同条第４項中「排水設備」を「排水設備等」に改める。 

 第２１条中「第３７条」を「第３７条の２第２項」に、「第２０条」を「前条」に改める。 

 様式第４号中 

「 
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第     号 決              裁 

年  月  日 部 長 課 長 係 長 係 回 議 

第     号      

年  月  日 

                               」を 

「 

第     号 決              裁 

  年 月 日 部 長 課 長 課長補佐 係 長 係 回 議 

第     号       

  年 月 日 

                                    」に、 

「排水設備計画」を「排水設備等計画」に、「排水設備の」を「排水設備等の」に、 

「 

計 画 の 区 分 
排水設備 □新設 □増設 □改築 貸付金 □活用 □不活用 

水洗便所 □新設 □増設 □改造 □その他の改築 

                                         」を 

「 

計 画 の 区 分 

排水設備 □新設 □増設 □改築 

排水施設 □新設 □増設 □改造 

水洗便所 □新設 □増設 □改造 □その他の改築 

貸 付 金 □活用 □不活用 

                                         」に、 

「 

施 工 業 者 名 
（公認業者） 

 担 当 責 任 
技 術 者 名 

 
          印 

           」を 

「 

指定工事店名  責 任 技 術 者 名 印 

                                        」に 

改める。 

 様式第５号中「排水設備」を「排水設備等」に、 

「 

設 置 場 所 大和高田市        町 
番  号
番地

 

                                         」を 

「 

設 置 場 所 大和高田市     町     
番   号
    番地

 

                                         」に、 

「 

施 工 業 者 名 

          」を 

「 
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指定工事店名 

          」に改める。 

 様式第６号中「排水設備工事」を「排水設備等工事」に、「排水設備の」を「排水設備等の」に、 

「 

工事区分 

排水設備 □新設 □増設 □改築 貸付金 □活用 □不活用 

水洗便所 □新設 □増設 □改造 □その他の改築 

                                         」を 

「 

工事区分 

排水設備 □新設 □増設 □改築 

排水施設 □新設 □増設 □改築 

水洗便所 □新設 □増設 □改造 □その他の改築 

貸   付   金 □活用 □不活用 

                                         」に、 

「 

設 置 場 所 大和高田市        町 
番  号
番地

 

                                         」を 

「 

設 置 場 所 大和高田市     町     
番   号
    番地

 

                                         」に、 

「 

施 工 業 者 名 

           」を 

「 

指定工事店名 

          」に、 

「 

排 水 設 備 
 

検査済証番号 
 

           」を 
「 

排 水 設 備 等 
 

検査済証番号 
 

           」に改める。 

 様式第７号中「排水設備の」を「排水設備等の」に、 

「 

工 事 区 分 排水設備 □新設 □増設 □改築 
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水洗便所 □新設 □増設 □改築 □その他の改築 

設 置 場 所 大和高田市         町    
番  号
番地

 

                                         」を 

「 

工 事 区 分 

排水設備 □新設 □増設 □改築 

排水施設 □新設 □増設 □改築 

水洗便所 □新設 □増設 □改造 □その他の改築 

設 置 場 所 大和高田市     町     
番   号
    番地

 

                                         」に 

改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に改正前の大和高田市下水道条例施行規則様式第４号の規定によりなさ

れた申請、様式第５号の規定によりなされた通知、様式第６号の規定によりなされた届出及び様式

第７号の規定によりなされた証明は、改正後の大和高田市下水道条例施行規則様式第４号の規定に

よりなされた申請、様式第５号の規定によりなされた通知、様式第６号の規定によりなされた届出

及び様式第７号の規定によりなされた証明とみなす。 

 

規則第規則第規則第規則第１１１１号号号号    

 ふるさと大和高田応援寄附金条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２５年３月５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   ふるさと大和高田応援寄附金条例施行規則の一部を改正する規則 

 ふるさと大和高田応援寄附金条例施行規則（平成２０年規則第３１号）の一部を次のように改正す

る。 

 第３条第４号中「美しい安心・安全」を「安心・安全の美しい」に改め、同条に次の１号を加える。 

 （５） 大和高田市マスコットキャラクターみくちゃんの活動に関する事業 

 様式第１号中 

「 

（４） 美しい安心・安全のまちづくりに関する事業 

 （５） 指定しない（分野を限定しない市政全般に対する寄附） 

」を 

「 

 （４） 安心・安全の美しいまちづくりに関する事業 

 （５） 大和高田市マスコットキャラクターみくちゃんの活動に関する事業 

 （６） 指定しない（分野を限定しない市政全般に対する寄附） 

                              」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 
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２ この規則の施行の際、現に改正前のふるさと大和高田応援寄附金条例施行規則様式第１号の規定

によりなされた申出は、改正後のふるさと大和高田応援寄附金条例施行規則様式第１号の規定によ

りなされた申出とみなす。 

 

規則第規則第規則第規則第３３３３号号号号    

 大和高田市行政組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２５年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市行政組織規則の一部を改正する規則 

 大和高田市行政組織規則の一部を改正する規則（平成２０年規則第３号）の一部を次のように改正

する。 

 第３条第１項中「企画法制グループ」を「企画法制係 観光企画調整係」に改め、「選挙係」及び「農

地係」を削り、「児童福祉係」を「児童福祉グループ」に改める。 

 第４条第１項企画政策部の部企画法制課の款を次のように改める。 

  企画法制課 

   企画法制係 

    （１） 基本構想、基本計画の策定及び進行管理に関すること。 

    （２） 政策の企画及び重要な施策の総合調整に関すること。 

    （３） 行財政改革の進行管理及び連絡調整に関すること。 

    （４） 行政評価及び目標管理に関すること。 

    （５） 行政組織、事務の分掌及び職制に関すること。 

    （６） 行政の効率化に関すること。 

    （７） 指定管理者制度の総括及び総合調整に関すること。 

    （８） 法令解釈及び運用に関すること。 

    （９） 条例、規則等の制定改廃に係る立案及び審査に関すること。 

    （１０） 公告式に関すること。 

    （１１） 例規集の編さん及び公報の発行に関すること。 

    （１２） 情報公開に係る事務の総括に関すること。 

    （１３） 個人情報保護に係る事務の総括に関すること。 

    （１４） 行政手続の適正化に関すること。 

    （１５） 訴訟、和解、調停及び不服申立ての総括に関すること。 

    （１６） 政治倫理に関すること。 

    （１７） 公平委員会に関すること。 

    （１８） 葛城広域行政事務組合との連絡調整に関すること。 

    （１９） 課内の他の係の補助に関すること。 

   観光企画調整係 

    （１） 観光に関する企画、立案及び調整に関すること。 

    （２） 市のマスコットキャラクターに関すること。 

    （３） 課内の他の係の補助に関すること。 

 第４条第１項市民部の部市民課の款選挙係の項を削る。 

 第４条第１項市民部の部まちづくり振興室産業振興課の款農地係の項を削る。 

 第４条第１項福祉部の部児童福祉課の款中「児童福祉係」を「児童福祉グループ」に改める。 

 第４条第１項環境建設部の部土木管理課の款土木管理係の項中第１１号を第１２号とし、第１

０号の次に次の１号を加える。 

    （１１） 雨水ポンプ場の管理運営に関すること。 



平成２５年４月１０日（水）       大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公 報報報報              第２９１号 

 43

 第４条第１項上下水道部の部下水道課の款管理係の項中第９号を削り、第１０号を第９号とし、第

１１号を第１０号とし、第１２号を第１１号とする。 

   附 則 

 この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

規則第規則第規則第規則第９９９９号号号号    

 市長等の事務の引継ぎに関する規則の一部を改正する規則 

  平成２５年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   市長等の事務の引継ぎに関する規則の一部を改正する規則 

 市長等の事務の引継ぎに関する規則（平成２０年規則第２８号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第１項中「すべて」を「全て」に、「書記長」を「事務局長」に改め、同条第２項中「書記長」

を「事務局長」に改める。 

 第６条第３号中「すべて」を「全て」に、「書記長」を「事務局長」に改める。 

 第７条第１項第３号中「書記長」を「事務局長」に改め、同条第２項第３号中「書記長」を「事務

局長」に、「の書記」を「の係長」に改める。 

   附 則 

 この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

 

 

訓令第訓令第訓令第訓令第１１１１号号号号    

 大和高田市固定資産家屋評価計算システム導入事業者選定委員会設置要綱を次のように定める。 

  平成２５年３月２５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市固定資産家屋評価計算システム導入事業者選定委員会設置要綱 

 （設置） 

第１条 固定資産家屋評価計算システムの導入を実施するに当たり、導入等に係る受注事業者（以下

「受注者」という。）の特定をプロポーザル方式により厳正かつ公平に行うため、大和高田市固定

資産家屋評価計算システム導入事業者選定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事務は、次に掲げる事項とする。 

 （１） 実施要項及び導入仕様書の策定に関する事項 

 （２） 提案書、プレゼンテーション等によるシステムの総合評価に関する事項 

 （３） 受注候補者の選定に関する事項 

 （４） 前各号に掲げるもののほか、委員長が必要と認める事項 

 （組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる職にある者をもって組織する。 

 （１） 財務部長 

（２） 税務課長 

 （３） 広報情報課長 

２ 前項の委員のほか、委員長が必要と認めるときは、同項各号に掲げる委員以外の者を委員とする

ことができる。 

 （委員長及び副委員長） 

訓訓訓訓    令令令令    
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第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、財務部長をもって充てる。 

３ 副委員長は、税務課長をもって充てる。 

４ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（任期） 

第５条 委員の任期は、任命の日から受注者の特定の日までとする。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

３ 委員会は、会議のため必要があると認めるときは、関係職員その他関係人を出席させ、当該職員

等に対して意見を徴し、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

 （会議の非公開） 

第７条 委員会の会議は、非公開とする。 

 （庶務） 

第８条 委員会の庶務は、財務部税務課において処理する。 

 （委任） 

第９条 この訓令に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って

定める。 

   附 則 

 この訓令は、平成２５年４月８日から施行する。  

 

 

 

告示第告示第告示第告示第１６１６１６１６号号号号    

平成２５年３月議会において成立した次の予算の要領を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２１９条第２項の規定により公表します。 

  平成２５年３月１３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 平成２５年度大和高田市一般会計予算 

２ 平成２５年度大和高田市国民健康保険事業特別会計予算 

３ 平成２５年度大和高田市国民健康保険天満診療所特別会計予算 

４ 平成２５年度大和高田市住宅新築資金等貸付金特別会計予算 

５ 平成２５年度大和高田市下水道事業特別会計予算 

６ 平成２５年度大和高田市駐車場事業特別会計予算 

７ 平成２５年度大和高田市介護保険事業特別会計予算 

８ 平成２５年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計予算 

９ 平成２５年度大和高田市水道事業会計予算 

１０ 平成２５年度大和高田市立病院事業会計予算 

１１ 平成２４年度大和高田市一般会計補正予算（第７号） 

１２ 平成２４年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

１３ 平成２４年度大和高田市住宅新築資金等貸付金特別会計補正予算（第２号） 

１４ 平成２４年度大和高田市下水道事業特別会計補正予算（第２号） 

告告告告    示示示示    
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１５ 平成２４年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第３号） 

１６ 平成２４年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第２号） 

１７ 平成２４年度大和高田市立病院事業会計補正予算（第３号） 
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(企業債) 
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（たな卸資産購入限度額） 

第 11 条   たな卸資産の購入限度額は、769,626 千円と定める。 
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告示第告示第告示第告示第１７１７１７１７号号号号    

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、大和高田市自転車等

の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。 

  平成２５年３月１５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．処分の根拠 

  移動日から６０日経過したにもかかわらず、引取りがないため。 

２．処分対象自転車等の保管場所 

  大和高田市曽大根 

  大和高田市高架下自転車保管所 

３．処分年月日 

  平成２５年３月２９日 

４．処分対象自転車等の移動年月日 

  平成２４年１２月４日、同月６日、同月１０日、同月１１日、同月１７日、同月１９日、同月２

０日 

 

告示第告示第告示第告示第１９１９１９１９号号号号    

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４１６条第３項の規定により、本市における平成２５年

度固定資産税に係る土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿の縦覧の場所及び期間を次のとおり

告示します。 
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  平成２５年３月２６日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．縦覧場所  大和高田市役所税務課 

２．縦覧期間  平成２５年４月１日から平成２５年４月３０日までの午前８時３０分から午後５時

１５分まで。ただし、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法

律第１７８号）に規定する休日を除く。 

 

告示第告示第告示第告示第２０２０２０２０号号号号    

 大和高田市し尿くみ取り手数料集金事務委託規則（昭和４６年規則第１１号）に基づき、し尿

くみ取り手数料集金事務を次の者に委託したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１５８条第２項の規定により告示する。 

  平成２５年３月２７日 

大和高田市長  吉 田 誠 克   

１ 委託した者 

氏  名 住     所 

田中 千里 大和高田市大中南町５番１２号 

森口 悦子 大和高田市蔵之宮町４番３号 

白澤 理恵 大和高田市材木町６番５２号 

２ 委託期間 

  平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで 

 

告示第告示第告示第告示第２１２１２１２１号号号号    

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項に基づき、使用料の収納事務

を次のとおり委託したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項の

規定により告示する。 

  平成２５年３月２７日 

大和高田市長  吉 田 誠 克   

１ 受託者の住所・氏名 

（１） 大和高田市大字池田４１８番地の１ 

    公益社団法人 大和高田市シルバー人材センター 理事長 坂本 勝 

２ 委託した事務の範囲 

  大和高田市市営斎場に係る使用料の領収及び保管 

３ 委託期間 

  平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで  

 

告示第告示第告示第告示第２２２２２２２２号号号号    

 大和高田市公共施設等防犯カメラ設置要綱を次のように定める。 

  平成２５年３月２９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市公共施設等防犯カメラ設置要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、市が設置する公共施設等に犯罪等防止を目的として設置する防犯カメラの管理

及び運用に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この告示において「防犯カメラ」とは、犯罪等の防止を目的として設置される映像機器及び
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これに附属する機器で録画機能を有するものをいう。 

２ この告示において「映像」とは、防犯カメラによって収集された画像及び防犯カメラによって収

集された画像で記録されたものをいう。 

 （運用責任者） 

第３条 防犯カメラの管理及び運用を適正に行うため、各防犯カメラの撮影対象区域ごとに、運用責

任者を置くものとする。 

２ 運用責任者は、当該防犯カメラの管理を担当する所属の長又はこれに相当する職にある者をもっ

て充てる。 

 （運用従事者） 

第４条 運用責任者は、防犯カメラの運用に従事する者（以下「運用従事者」という。）を指定し、そ

の事務に従事させることができる。 

 （設置場所） 

第５条 運用責任者は、防犯カメラの設置の目的を達成するために効果的かつ最小限の撮影範囲とな

る場所に防犯カメラを設置するよう努めなければならない。 

２ 運用責任者は、防犯カメラの設置場所に、標識等により防犯カメラが作動している旨及び設置者

が市である旨を表示しなければならない。 

（映像の取扱いの制限） 

第６条 映像は、運用責任者及び運用従事者（以下「運用責任者等」という。）に限り、取り扱うこと

ができる。 

２ 運用責任者等は、映像から得られた個人情報を大和高田市個人情報保護条例（平成１３年大和高

田市条例第３号）に基づき、適正に取り扱わなければならない。 

 （映像の目的外利用及び提供の禁止） 

第７条 映像は、防犯カメラの設置の目的以外の目的に利用し、又は第三者に提供してはならない。

ただし、警察等から法令に基づく手続により照会等を受けた場合は、この限りでない。 

 （映像の保存） 

第８条 映像は、市が管理する施設内に設置した録画装置に保存する。 

２ 運用責任者等は、映像の漏えい、滅失、き損又は改ざんの防止その他映像の保存について必要な

措置を講じなければならない。 

 （映像の保存期間） 

第９条 映像の保存期間は、原則として１０日間とする。 

 （映像の消去） 

第１０条 前条に規定する保存期間が経過した映像は、消去しなければならない。ただし、第７条た

だし書の場合は、この限りでない。 

 （苦情の処理） 

第１１条 運用責任者等は、防犯カメラに関する苦情があったときは、速やかに対応し、適切な措置

を講じなければならない。 

 （補則） 

第１２条 この告示に定めるもののほか、防犯カメラの管理、運用等に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

   附 則 

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

告示第告示第告示第告示第２３２３２３２３号号号号    

 大和高田市新型インフルエンザ等対策本部運営要綱を次のように定める。 

  平成２５年３月２９日 
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大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市新型インフルエンザ等対策本部運営要綱 

大和高田市新型インフルエンザ等対策本部設置要綱（平成２１年告示第８６号）の全部を改正す

る。 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、大和高田市新型インフルエンザ等対策本部条例（平成２５年条例第９号。以下

「条例」という。）に定めるもののほか、大和高田市新型インフルエンザ等対策本部（以下「対策

本部」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（副本部長） 

第２条 条例第２条第２項に規定する大和高田市新型インフルエンザ等対策副本部長（以下「副本部

長」という。）は、副市長及び教育長とする。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

３ 前項の規定により本部長を代理する副本部長は、副市長、教育長の順序とする。 

（本部員等） 

第３条 条例第２条第３項に規定する大和高田市新型インフルエンザ等対策本部員（以下「本部員」

という。）は、次に掲げる者をもって充てる。 

（１） 中和広域消防組合高田消防署長 

（２） 改革推進局理事 

（３） 企画政策部長 

（４） 財務部長 

（５） 市民部長 

（６） 福祉部長 

（７） 保健部長 

（８） 環境建設部長 

（９） 環境建設部理事 

（１０） 上下水道部長 

（１１） 市立病院事務局長 

（１２） 教育委員会事務局長 

（１３） 議会事務局長 

２ 前項第２号から第１３号までに掲げる本部員のほか、本部長が必要があると認めるときは、当該

本部員以外の職員を任命することができる。 

３ 本部長は、必要があると認めるときは、国の職員その他市の職員以外の者を対策本部の会議に出

席させ、当該出席者に対し、意見を求めることができる。 

（会議録） 

第４条 本部長は、条例第３条に規定する会議を開いたときは、会議録を作成し、次に掲げる事項を

記録しなければならない。 

（１） 会議の開催日時及び開催場所 

 （２） 出席者の職名及び氏名 

 （３） 会議に付した案件及び議事の経過 

 （４） 議決した事項 

 （５） その他参考事項 

 （庶務） 

第５条 対策本部の庶務は、保健部健康増進課において処理する。 

 （補則） 
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第６条 この告示に定めるもののほか、対策本部の運営に関し必要な事項は、本部長が定める。 

   附 則 

この告示は、大和高田市新型インフルエンザ等対策本部条例の施行の日から施行す告示第５１号 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４１１条第１項の規定により、本市における平成２５年

度固定資産の価格等のすべてを固定資産課税台帳に登録しましたので、同条第２項の規定により告示

します。 

 

告示第告示第告示第告示第２５２５２５２５号号号号    

 大和高田市法定外公共物の売払いに関する事務取扱要綱を次のように定める。 

  平成２５年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市法定外公共物の売払いに関する事務取扱要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、法令その他別に定めがあるものを除き、法定外公共物の用途廃止に伴う土地の

売払いに関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この告示において「法定外公共物」とは、大和高田市法定外公共物管理条例（平成１６年条

例第２５号。以下「条例」という。）第２条に規定する法定外公共物をいう。 

 （売払い財産） 

第３条 この告示において売り払う財産は、条例第１６条の規定に基づき用途を廃止し、普通財産へ

用途変更した法定外公共物（以下「用途廃止財産」という。）とする。 

 （売払いの方法） 

第４条 用途廃止財産の売払いは、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第

１項第２号の規定に基づき、随意契約により行う。 

 （売払いの申込み） 

第５条 大和高田市法定外公共物管理条例施行規則（平成１６年規則第３７号）第１０条の規定によ

る申請により法定外公共物の用途の廃止を認められた者が、用途廃止財産の売払いの申込みを行う

ときは、用途廃止財産売払申込書（様式第１号。以下「売払申込書」という。）に次に掲げる書類

を添付し、市長に提出しなければならない。 

 （１） 住民票抄本の写し又は登記事項証明書（現在事項全部証明書）の写し 

 （２） 印鑑証明書の写し（申請人及び利害関係人のもの） 

 （３） 位置図 

 （４） 公図の写し 

 （５） 隣接土地調書（様式第２号） 

 （６） 隣接地の土地登記事項証明書の写し 

 （７） 現況写真 

 （８） 現況図（平面図及び断面図）及び求積図 

 （９） 法定外公共物の境界確定書の写し 

 （１０） 用途廃止財産売払同意書（様式第３号） 

 （１１） 法定外公共物の用途廃止について（承認）の写し 

 （１２） 用途廃止財産の地積測量図 

 （１３） 暴力団排除に関する誓約書 

 （１４） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （売払代金の決定及び土地売買契約の締結） 

第６条 市長は、前条の売払申込書の提出があったときは、その内容を審査し、用途廃止財産の売払



平成２５年４月１０日（水）       大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公大 和 高 田 市 公 報報報報              第２９１号 

 90

後の利用地目を認定した上で、別表に定める法定外公共物売払代金算定基準により、売払代金の決

定を行うものとする。 

２ 市長は、前項の決定を行った後速やかに、第５条に規定する売払申込書の提出を行った者（以下

「申込者」という。）を買受人として、大和高田市公有財産規則（昭和４１年規則第１４号）第９

条の規定により、売買契約書を作成し、用途廃止財産の売買契約を締結するものとする。 

 （売払代金の支払） 

第７条 市長は、前条第２項の規定により売買契約を締結したときは、直ちに売払代金の納付書を発

行するものとする。 

２ 申込者は、前項の納付書により指定された期限までに売払代金を納付しなければならない。 

（所有権の移転） 

第８条 用途廃止財産の所有権は、前条第２項の規定により申込者が売払代金を納付したときに申込

者に移転する。 

２ 市長は、前項の規定により所有権が移転したときは、直ちに所有権の移転を証する書面を申込者

に交付するものとする。 

 （売払いの登記） 

第９条 申込者は、前条第１項の規定により用途廃止財産の所有権が移転したときは、用途廃止財産

に地番がない場合にあっては表題登記及び所有権保存登記を、地番がある場合にあっては所有権移

転登記を自らの費用で行わなければならない。 

２ 申込者は、前項の登記が完了したときは、速やかに用途廃止財産登記完了通知書（様式第４号）

により当該物件の土地登記事項証明書の原本を添付し、市長に通知しなければならない。 

 （補則） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

（別表） 

法定外公共物売払代金算定基準 

１ 算定の概要 

  用途廃止財産はその土地の形状から考えると単独利用価値がないため、申込者の所有地（隣接地）

との一体的な利用地目の認定を行い、利用地目に応じた下記算定方法において売払代金の決定を行

う。 

２ 利用地目の認定 

  売払申込書の提出に伴い、書類審査、聞き取り及び現場調査を行い、将来において申込者の所有

地（隣接地）と一体的に利用される状況を勘案して利用地目の認定を行う。 

  利用地目の種類 

  （１） 宅地 建物の敷地に供される土地 

  （２） 雑種地 宅地以外の土地 

３ 売払代金算定方法 

 （１） 市街化区域（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７条第２項に規定する市街化区

域をいう。）で利用地目が宅地又は雑種地の場合 

   本市固定資産税路線価（以下「路線価」という。）×売払面積（実測） 

 （２） 市街化調整区域（都市計画法第７条第３項に規定する市街化調整区域をいう。以下同じ。）

で利用地目が宅地の場合 

   路線価×売払面積（実測） 

 （３） 市街化調整区域で利用地目が雑種地の場合 

   路線価×１／２×売払面積（実測） 
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 （注１） 一体利用地に接している路線価が２以上あるときは、高い方の路線価を算定に用いるも

のとする。ただし、一体利用地と接道との高低差その他やむを得ない状況にある場合は、この

限りでない。 

 （注２） 上記算定は、千円未満切り捨てとする。 

様式第１号（第５条関係） 

用途廃止財産売払申込書 

  年  月  日 

大和高田市長      殿 

申込者 住 所                 

氏 名              実印 

（
法人にあっては、主たる事務所の所在
地並びに名称及び代表者の氏名 ） 

電 話                 

 下記の用途廃止財産の買受けを希望しますので、関係書類を添えて申し込みます。なお、売払代金

の完納後、所有権の移転を証する書面の交付を併せて申し込みます。 

記 

用途廃止財産の所在地 大和高田市                      先 

法定外公共物の種類  ［里道］・［水路］・［その他］ 

売 払 面 積         ㎡ 

使 用 目 的   

備 考  

【添付書類】 

（１）住民票抄本の写し又は登記事項証明書（現在事項全部証明書）の写し 

（２）印鑑証明書の写し（申請人及び利害関係人のもの） （３）位置図 

（４）公図の写し （５）隣接土地調書（様式第２号） 

（６）隣接地の土地登記事項証明書の写し （７）現況写真 

（８）現況図（平面図及び断面図）及び求積図 （９）法定外公共物の境界確定書の写し 

（１０）用途廃止財産売払同意書（様式第３号） 

（１１）法定外公共物の用途廃止について（承認）の写し 

（１２）用途廃止財産の地積測量図 （１３）暴力団排除に関する誓約書 

（１４）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

様式第２号（第５条関係） 

隣 接 土 地 調 書 

 

所  在 地  番 地  目 地積（㎡） 所 有 者 摘要 
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※摘要欄には、所有地、隣接地又は点接地のいずれかを記入すること。 

様式第３号（第５条関係） 

  年  月  日 

大和高田市長      殿 

利害関係人 住 所               

      氏 名            実印 

（
法人にあっては、主たる事務所の所在
地並びに名称及び代表者の氏名 ） 

電 話               

用途廃止財産売払同意書 

 下記のとおり用途廃止物件の売払いについて、同意します。 

記 

１ 売払いを受けようとする用途廃止財産 

用途廃止財産の所在地 大和高田市                      先 

法定外公共物の種類  ［里道］・［水路］・［その他］ 

売 払 面 積         ㎡ 

備 考  

 

２ 売払いを受けようとする者 

住  所  

氏  名  

※法人にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名 

様式第４号（第９条関係） 

  年  月  日 

大和高田市長      殿 

買受人 住 所                 

氏 名              実印 

（
法人にあっては、主たる事務所の所在
地並びに名称及び代表者の氏名 ） 

電 話                 

用途廃止財産登記完了通知書 

     年  月  日付けで売買契約を締結した下記物件について、全ての登記作業が完了しま

したので、登記事項証明書の原本を添付して通知します。 

記 

用途廃止財産登記完了内容 

用途廃止財産の所在地 大和高田市 

登 記 地 目   

登 記 面 積         ㎡ 

所 有 者  
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【添付書類】 

用途廃止財産の土地登記事項証明書（原本） 

 

告示第告示第告示第告示第２７２７２７２７号号号号    

 大和高田市指定地域密着型サービス事業者の記録の整備に関する要綱を次のように定める。 

  平成２５年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市指定地域密着型サービス事業者の記録の整備に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、大和高田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関す

る条例（平成２４年条例第２７号。以下「条例」という。）第４２条第３項第１号、第５８条第３項

第１号、第７９条第３項第１号、第１０７条第３項第１号、第１４８条第３項第１号、第１７６条

第３項第１号及び第２０１条第３項第１号に規定する市長が別に定める記録に関し、必要な事項を

定めるものとする。 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の記録の整備） 

第２条 条例第４２条第３項第１号の市長が別に定めるものは、次に掲げるものとする。 

 （１） 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画 

 （２） 勤務形態一覧表又は勤務簿・タイムカード等従業員の勤務実績に関する記録 

（３） サービス提供記録のうち、提供日、サービスの開始時刻及び終了時刻、提供した具体的な

サービスの内容、利用者の氏名並びに特記事項が記録されたもの 

（４） サービス提供票 

（５） 介護給付費明細書 

 （６） 利用者負担分に係る領収関係書類   

（７） 加算の算定要件を基礎付ける記録 

 （８） その他請求内容の基礎となる記録 

（指定夜間対応型訪問介護事業者の記録の整備） 

第３条 条例第５８条第３項第１号の市長が別に定めるものは、次に掲げるものとする。 

 （１） 夜間対応型訪問介護計画 

 （２） 勤務形態一覧表又は勤務簿・タイムカード等従業員の勤務実績に関する記録 

（３） サービス提供記録のうち、提供日、サービスの開始時刻及び終了時刻、提供した具体的な

サービスの内容、利用者の氏名並びに特記事項が記録されたもの 

（４） サービス提供票 

（５） 介護給付費明細書 

 （６） 利用者負担分に係る領収関係書類   

（７） 加算の算定要件を基礎付ける記録 

 （８） その他請求内容の基礎となる記録 

（指定認知症対応型通所介護事業者の記録の整備） 

第４条 条例第７９条第３項第１号の市長が別に定めるものは、次に掲げるものとする。 

 （１） 認知症対応型通所介護計画 

 （２） 勤務形態一覧表又は勤務簿・タイムカード等従業員の勤務実績に関する記録 

（３） サービス提供記録のうち、提供日、サービスの開始時刻及び終了時刻、提供した具体的な

サービスの内容、利用者の氏名並びに特記事項が記録されたもの 

（４） サービス提供票 

（５） 介護給付費明細書 

 （６） 利用者負担分に係る領収関係書類   
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（７） 加算の算定要件を基礎付ける記録 

 （８） その他請求内容の基礎となる記録 

（指定小規模多機能型居宅介護事業者の記録の整備） 

第５条 条例第１０７条第３項第１号の市長が別に定めるものは、次に掲げるものとする。 

 （１） 居宅サービス計画 

 （２） 小規模多機能型居宅介護計画 

 （３） 勤務形態一覧表、勤務簿、タイムカード等従業員の勤務実績に関する記録 

（４） フロア日誌、日報等利用者の入所状況、職員の勤務状況及び特記事項が記載された記録 

（５） 介護給付費明細書 

（６） 利用者負担分に係る領収関係書類  

 （７） 加算の算定要件を基礎付ける記録  

（８） 条例第９２条第６号に規定する身体の拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 （９） その他請求内容の基礎となる記録 

（指定認知症対応型共同生活介護事業者の記録の整備） 

第６条 条例第１２７条第３項第１号の市長が別に定めるものは、次に掲げるものとする。 

 （１） 認知症対応型共同生活介護計画 

 （２） 勤務形態一覧表、勤務簿、タイムカード等従業員の勤務実績に関する記録 

（３） フロア日誌、日報等利用者の入所状況、職員の勤務状況及び特記事項が記載された記録 

（４） 介護給付費明細書 

（５） 利用者負担分に係る領収関係書類  

 （６） 加算の算定要件を基礎付ける記録  

（７） 条例第１１７条第６項に規定する身体の拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 （８） その他請求内容の基礎となる記録 

（指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者の記録の整備） 

第７条 条例第１４８条第３項第１号の市長が別に定めるものは、次に掲げるものとする。 

 （１） 地域密着型特定施設サービス計画 

 （２） 勤務形態一覧表、勤務簿、タイムカード等従業員の勤務実績に関する記録 

（３） フロア日誌、日報等利用者の入所状況、職員の勤務状況及び特記事項が記載された記録 

（４） 介護給付費明細書 

（５） 利用者負担分に係る領収関係書類  

 （６） 加算の算定要件を基礎付ける記録  

（７） 条例第１３８条第５項に規定する身体の拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 （８） その他請求内容の基礎となる記録 

（指定地域密着型介護老人福祉施設の記録の整備） 

第８条 条例第１７６条第３項第１号の市長が別に定めるものは、次に掲げるものとする。 

 （１） 地域密着型施設サービス計画 

 （２） 勤務形態一覧表、勤務簿、タイムカード等従業員の勤務実績に関する記録 

（３） フロア日誌、日報等利用者の入所状況、職員の勤務状況及び特記事項が記載された記録 

（４） 介護給付費明細書 

（５） 利用者負担分に係る領収関係書類  

 （６） 加算の算定要件を基礎付ける記録  

（７） 条例第１５７条第５項に規定する身体の拘束等の態様及び時間、その際の入所者の心身の
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状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 （８） その他請求内容の基礎となる記録 

（指定複合型サービス事業者の記録の整備） 

第９条 条例第２０１条第３項第１号の市長が別に定めるものは、次に掲げるものとする。 

（１） 居宅サービス計画 

（２） 複合型サービス計画 

 （３） 勤務形態一覧表又は勤務簿・タイムカード等従業員の勤務実績に関する記録 

（４） サービス提供記録のうち、提供日、サービスの開始時刻及び終了時刻、提供した具体的な

サービスの内容、利用者の氏名並びに特記事項が記録されたもの 

（５） サービス提供票 

（６） 介護給付費明細書 

 （７） 利用者負担分に係る領収関係書類   

（８） 加算の算定要件を基礎付ける記録 

（９） 条例第１９７条第６号に規定する身体の拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 （１０） その他請求内容の基礎となる記録 

附 則 

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

告示第告示第告示第告示第２８２８２８２８号号号号    

大和高田市公の施設に係る指定管理者の指定手続き等に関する条例（平成１７年条例第１号）

第６条第２項の規定により、指定管理者の指定について告示します。 

平成２５年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設 

（１）施設の名称   大和高田市高田温泉さくら荘 

（２）施設の所在地  大和高田市大字池田４４７番地 

２ 指定管理者となる団体 

（１）団体の名称   社会福祉法人 大和高田市社会福祉協議会 

（２）団体の所在地  大和高田市大字池田４１８番地の１ 

３ 指定管理者が行う業務の範囲 

大和高田市高田温泉さくら荘条例（平成１７年条例第２５号）第１４条に規定する業務 

４ 指定管理者の指定の期間 

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日 

 

告示第告示第告示第告示第２９２９２９２９号号号号    

大和高田市公の施設に係る指定管理者の指定手続き等に関する条例（平成１７年条例第１号）

第６条第２項の規定により、指定管理者の指定について告示します。 

平成２５年３月３１日 

 大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設 

（１）施設の名称    大和高田市総合福祉会館 

（２）施設の所在地   大和高田市大字池田４１８番地の１ 

２ 指定管理者となる団体 

（１）団体の名称    社会福祉法人 大和高田市社会福祉協議会 
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（２）団体の所在地   大和高田市大字池田４１８番地の１ 

３ 指定管理者が行う業務の範囲 

大和高田市総合福祉会館条例（平成１７年条例第３６号）第１７条に規定する業務 

４ 指定管理者の指定の期間 

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日 

 

告示第告示第告示第告示第５１５１５１５１号号号号    

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４１１条第１項の規定により、本市における平成２５年

度固定資産の価格等のすべてを固定資産課税台帳に登録しましたので、同条第２項の規定により告示

します。 

  平成２５年４月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

 

告示第告示第告示第告示第５２５２５２５２号号号号    

 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令（平成１３年政令第３４号）第５条に

基づき、平成２５年４月以降における本市の公共工事発注の見通しを次のとおり公表します。 

  平成２５年４月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 公共工事発注の見通し公表書の閲覧所 

  大和高田市環境建設部契約監理室 

２ 閲覧所の閲覧期間及び閲覧時間 

  平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで 

  午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

３ 閲覧所の休業日 

  大和高田市の休日を定める条例（平成元年条例第３号）に規定する休日 
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告示第告示第告示第告示第５３５３５３５３号号号号    

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第９条の規定により自転車

等放置禁止区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第

１項の規定により告示します。 

  平成２５年４月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．移動理由 

自転車等放置禁止区域内に放置されていたため。 

２．移動年月日 
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平成２５年３月４日、同月６日、同月１２日、同月１４日、同月２１日、同月２５日、同月２７

日 

３．移動対象区域 

  近鉄松塚駅・近鉄築山駅・近鉄大和高田駅・近鉄高田市駅・ＪＲ高田駅・近鉄浮孔駅周辺自転車

等放置禁止区域 

４．保管場所 

  大和高田市曽大根 

  大和高田市高架下自転車保管所 

５．引取期間 

  移動日から６０日間。ただし、祝日は除く。 

６．引取時間 

  午前９時～正午・午後１時～午後５時 ただし、土曜日・日曜日は午前９時～正午 

７．引取りのための必要事項 

（１） 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証・保険証

等）をお持ちください。 

（２） 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収します。 

  ア．移動費 ２，０００円 

  イ．保管費 １，０００円（ただし、移動日から１４日以内は無料） 

８．連絡先 

  大和高田市役所 生活安全課  電話（０７４５）２２－１１０１（代表） 

 

 

 

公告第公告第公告第公告第２２２２２２２２号号号号    

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２５年３月１４日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業務名 大和高田市都市再生整備事業の計画・設計業務 

２ 業務対象

場所 
大和高田市片塩町地内 

３ 業務期間 契約締結の日から平成２５年１０月３１日（木）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。 

（１）平成２４年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者名簿の「測量・建設

コンサルタント業務等」の建築関係建設コンサルタント業務に登録されており、

かつ、平成２５年度登録される者であること。 

（２）平成１５年４月１日以降において延床面積３０００㎡以上の地域交流センタ

ー等の設計業務について元請けとして履行実績を有する者であること。 

（３）平成１５年４月１日以降において地域振興施設等のまちおこしに関する基本

計画について元請けとして履行実績を有する者であること。 

（４）管理技術者として１級建築士を１名、主任技術者として構造１級建築士と技

術士（建設部門 都市及び地方計画）を各１名自社社員により配置できる者であ

ること。ただし、管理技術者が構造１級建築士である場合は、主任技術者の構造

公公公公    告告告告    
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１級建築士を兼ねることができるものとする。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（２）及び５（３）の要件を満たすことを証するもの（該

当工事の契約書等）の写しと、５（４）に示すところの配置予定技術者名簿を（１）

の申請書と同時に提出してください。配置予定技術者名簿には資格者証の写し及

び自社社員であることを証するもの（保険証等）の写しを添付してください。ま

た、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請書と同時に提出し

てください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によるものとし、様式

については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 

（４）受付期間   平成２５年３月１４日（木）から平成２５年３月２１日（木）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、最終日は

午後４時まで 

（６）受付場所   大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日   平成２５年３月２１日（木） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送する。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の配布等 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布等の期間   平成２５年３月１４日（木）から平成２５年３月２１日

（木）まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）配布等の時間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）配布等の場所   大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

（４）費用の負担    配布に係る費用は、頂きません。 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間  平成２５年３月１４日（木）から平成２５年３月２２日（金）

まで 

（２）受付時間  午前８時３０分から午後５時まで 
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（３）送信先   大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限  平成２５年３月２５日（月）正午まで 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２５年３月２７日（水）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 郵便事業株式会社大和高田支店留 

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２５年３月２８日（木）午前１１時００分 

（２）場所   大和高田市役所 本庁舎４階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 
無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定  

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 

大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１７ 最低制

限価格 

￥４５，０３０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第公告第公告第公告第２３２３２３２３号号号号    

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２５年３月１５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 敷枝築山地内管渠工事（５４）・給配水管移設工事（Ｇ５４） 
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２ 工事場所 大和高田市築山地内  

３ 工事期間 契約締結の日から平成２５年７月３１日（水）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。 

（１）大和高田市競争入札参加資格者名簿の土木工事に登録されている者であるこ

と。 

（２）平成２４・２５年度大和高田市格付け等級がＣであること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履行

中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）でない者であること。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件に

おいて落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（４）受付期間  平成２５年３月１５日（金）から平成２５年３月１９日（火）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、最終日は午

後４時まで。 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理 

室  

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日   平成２５年３月１９日（火） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま

す。 
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８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧の期間  平成２５年３月１５日（金）から平成２５年３月２２日（金）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）閲覧の時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監

理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間   平成２５年３月１５日（金）から平成２５年３月２２日（金）

まで 

（２）受付時間   午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午ま 

で  

（３）送信先    大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限   平成２５年３月２２日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２５年３月２７日（水）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６郵便事業株式会社大和高田支店留 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２５年３月２８日（木）午前９時００分 

（２）場所   中和広域消防高田消防署 ２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 

免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥１３，６７０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 
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１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 

 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第公告第公告第公告第２４２４２４２４号号号号    

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２５年３月１５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 土枝土庫２丁目地内管渠工事（５７）・給配水管移設工事（Ｇ５７） 

２ 工事場所 大和高田市土庫２丁目地内  

３ 工事期間 契約締結の日から平成２５年７月３１日（水）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。 

（１）大和高田市競争入札参加資格者名簿の土木工事に登録されている者であるこ

と。 

（２）平成２４・２５年度大和高田市格付け等級がＣであること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履行

中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）でない者であること。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件に

おいて落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け
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付けません。 

（４）受付期間  平成２５年３月１５日（金）から平成２５年３月１９日（火）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、最終日は午

後４時まで。 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理 

        室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日   平成２５年３月１９日（火） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま

す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧の期間  平成２５年３月１５日（金）から平成２５年３月２２日（金）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）閲覧の時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監

理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間  平成２５年３月１５日（金）から平成２５年３月２２日（金）

まで 

（２）受付時間  午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午まで 

（３）送信先   大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限  平成２５年３月２２日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限    平成２５年３月２７日（水）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先   〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６郵便事業株式会社大和高田支店留 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法  不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵

便によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２５年３月２８日（木）午前９時１５分 

（２）場所   中和広域消防高田消防署 ２階会議室 

（３）開札結果等の公表 
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開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 

免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥１０，３１０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 

 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第公告第公告第公告第２５２５２５２５号号号号    

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２５年３月１５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 敷枝築山地内管渠工事（６０）・給配水管移設工事（Ｇ６０） 

２ 工事場所 大和高田市築山地内  

３ 工事期間 契約締結の日から平成２５年７月３１日（水）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。 

（１）大和高田市競争入札参加資格者名簿の土木工事に登録されている者であるこ

と。 

（２）平成２４・２５年度大和高田市格付け等級がＣであること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履行
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中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）でない者であること。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件に

おいて落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（４）受付期間  平成２５年３月１５日（金）から平成２５年３月１９日（火）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、最終日は午後４時まで。 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理

室  

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日   平成２５年３月１９日（火） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま

す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧の期間  平成２５年３月１５日（金）から平成２５年３月２２日（金）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）閲覧の時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監

理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間   平成２５年３月１５日（金）から平成２５年３月２２日（金）

まで 

（２）受付時間   午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午ま  

で  

（３）送信先    大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限   平成２５年３月２２日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 
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の提出方

法 

（１）期限   平成２５年３月２７日（水）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６郵便事業株式会社大和高田支店留 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２５年３月２８日（木）午前９時３０分 

（２）場所   中和広域消防高田消防署 ２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 

免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥９，８６０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 

 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第公告第公告第公告第２６２６２６２６号号号号    

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。 

 なお、その関係書類を本市市民部産業振興課に備え置いて縦覧に供します。 

  平成２５年３月２５日 

大和高田市長  吉 田 誠 克   

 

 

 教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会    
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教育委員会訓令第教育委員会訓令第教育委員会訓令第教育委員会訓令第１１１１号号号号    

 大和高田市立学校外国人講師配置等業務プロポーザル選定委員会設置要綱を廃止する訓令を次のよ 

うに定める。 

  平成２５年３月６日 

                  大和高田市教育委員会 

 委員長 吉 村 博 一   

   大和高田市立学校外国人講師配置等業務プロポーザル選定委員会設置要綱を廃止する訓令 

 大和高田市立学校外国人講師配置等業務プロポーザル選定委員会設置要綱（平成２４年教育委員会

訓令第１号）は、廃止する。 

   附 則 

 この訓令は、告示の日から施行する。 

 

教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会告示第告示第告示第告示第３３３３号号号号    

 大和高田市教育委員会３月定例委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２５年３月８日 

大和高田市教育委員会 

  委員長 吉 村 博 一   

記 

 日 時  平成２５年３月１５日（金）午後２時００分 

 場 所  さざんかホール ４階 会議室 

 議 案  第１号 第６１回市民歩こう会実施要項（案）について 

第２号 第６６回大和高田市民体育大会《種目別大会》実施要項（案）について 

第３号 後援願いについて 

第４号 その他 

 

教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会告示第告示第告示第告示第４４４４号号号号    

 大和高田市教育委員会３月臨時委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２５年３月１９日 

大和高田市教育委員会 

  委員長 吉 村 博 一   

記 

 日 時  平成２５年３月２５日（月）午後３時３０分 

 場 所  大和高田市役所 別棟２階 教育長室 

 議 案  第１号 教職員人事について 

第２号 その他 

 

教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会告示第告示第告示第告示第５５５５号号号号    

 大和高田市教育委員会３月臨時委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２５年３月２１日 

大和高田市教育委員会 

  委員長 吉 村 博 一   

記 

 日 時  平成２５年３月２２日（金）午後３時００分 

 場 所  大和高田市役所 ４階 委員会室 

 議 案  第１号 市内学校の状況報告について 
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第２号 その他 

 

教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会告示第告示第告示第告示第６６６６号号号号    

 大和高田市教育委員会３月臨時委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２５年３月２５日 

大和高田市教育委員会 

  委員長 吉 村 博 一   

記 

 日 時  平成２５年３月２７日（水）午前１１時００分 

 場 所  大和高田市役所別棟 ２階 教育長室 

 議 案  第１号 市職員人事について 

第２号 その他 

 

教育委員会告示第教育委員会告示第教育委員会告示第教育委員会告示第７７７７号号号号    

 児童ホーム臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２５年３月２７日 

                        大和高田市教育委員会 

委員長 吉 村 博 一   

   児童ホーム臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示 

 児童ホーム臨時職員の任用等に関する要綱（平成１６年教育委員会告示第６号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第１１条中「「人事課長」を「、「人事課長」に改める。 

 様式第１号中「児童ホーム臨時職員任用書（新規任用・更新）」を「児童ホーム臨時職員任用書」

に、「現住所（〒   －    ）」を「〒   －    」に、 

「 

通勤距離及び 

 通 勤 方 法 

自宅から勤務場所まで          ㎞ 

 □徒歩□自転車・単車等□自動車□交通機関（電車・バス） 

                                        」を 

「  

 

 

」に、 

「 

報 酬 等 の 額 月 額 
円 

日 額 
円 

通 勤 手 当 
・支 給         円 

・不支給 

社 会 保

険 等 の
有 ・ 無 

                                         」を 

「 

報 酬 等 の 額 月 額 
円 

時 間 額 
円 

通 勤 手 当 支 給 ・不支給 
社会保険

等の加入 

社保（有 ・ 無） 

雇保（有 ・ 無） 

                                         」に 

改める。 

通 勤 方 法 □徒歩□自転車・単車等□自動車□交通機関（電車・バス） 
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様式第２号中 

「 

報 酬 等 の 額   （ 月額 ・ 日額 ）             円 

通 勤 手 当   支 給         円  ･  不 支 給 

                                         」を 

「 

報 酬 等 の 額   （ 月額 ・ 時間額 ）             円 

通 勤 手 当 支 給  ･  不 支 給 

                                         」に、 

「 

社会保険等加入 有      ･      無 

休 日  

勤 務 時 間  

業 務 内 容  

                                         」を 

「 

社会保険等加入 社会保険（ 有 ・ 無 ） 雇用保険（ 有 ・ 無 ） 

休 日  

勤 務 時 間  

休 暇  

業 務 内 容  

                                         」に 

改める。 

   附 則 

 この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

 

 

大和高田市選挙管理委員会告示第大和高田市選挙管理委員会告示第大和高田市選挙管理委員会告示第大和高田市選挙管理委員会告示第６６６６号号号号    

 平成２５年３月２日現在の大和高田市の議会の議員及び長の選挙権を有する者の総数の３分の１、

６分の１及び５０分の１の数は、次のとおりである。 

  平成２５年３月２日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

  ３分の 1の数  １９，１０２人 

  ６分の１の数   ９，５５１人 

  ５０分の１の数  １，１４７人 

 

大和高田市選挙管理委員会告示第大和高田市選挙管理委員会告示第大和高田市選挙管理委員会告示第大和高田市選挙管理委員会告示第７７７７号号号号    

 大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

  平成２５年３月２５日 

                             大和高田市選挙管理委員会 

                                委員長 西 川 勝 彦   

１ 日 時  平成２５年３月３１日（日）午前９時００分 

選挙管理委員会選挙管理委員会選挙管理委員会選挙管理委員会    
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２ 場 所  大和高田市大字大中１００番地１ 

       大和高田市役所 ３階 東会議室 

３ 議 案  第１号 平成２５年３月３１日確定期日における大和高田市農業委員会委員選挙 

          人名簿について 

       第２号 その他 

 

大和高田市選挙管理委員会告示第大和高田市選挙管理委員会告示第大和高田市選挙管理委員会告示第大和高田市選挙管理委員会告示第８８８８号号号号    

 農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第１４条第５項の規定による選挙権を有す

る者の総数の２分の１の数は、次のとおりである。 

  平成２５年３月３１日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

  ２分の 1の数  １，４０７人 

 

選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第選挙管理委員会告示第９９９９号号号号    

 大和高田市選挙管理委員会規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  平成２５年３月３１日 

                             大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

   大和高田市選挙管理委員会規程の一部を改正する規程 

 大和高田市選挙管理委員会規程（昭和３６年選挙管理委員会告示第７号）の一部を次のように改正

する。 

 第１４条の見出し中「事務室」を「事務局」に改め、同条中「大和高田市市民部市民課内に事務室」

を「委員会に大和高田市選挙管理委員会事務局（以下「事務局」という。）」に改め、同条に次の１

項を加える。 

２ 事務局に事務係を置く。 

 第１４条の３第１項中「事務室」を「事務局」に、「書記長及び主任書記」を「事務局長を、事務係

に係長」に改め、同条第２項中「事務室」を「事務局」に改める。 

 第１４条の４を削る。 

 第１４条の５中「書記長」を「事務局長」に改め、同条を第１４条の４とする。 

 第１４条の６中「直近下位の」を「委員長が指名する」に改め、同条を第１４条の５とする。 

 第１４条の７中「書記長」を「事務局長」に改め、同条第３号中「傭人の使用」を「職員の任用」

に改め、同条を第１４条の６とする。 

第１５条中「すべて書記長」を「全て事務局長」に改め、同条ただし書中「書記長」を「事務局長」

に改める 

 第１７条中「書記長の公印」を「事務局長の公印」に、 

「             「 

 

 

 

 

 

           」を             」に、 
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「             「 

 

                           

 

 

 

          」を             」に改める。 

   附 則 

 この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

 

 

農業委員会告示第農業委員会告示第農業委員会告示第農業委員会告示第４４４４号号号号    

 大和高田市農業委員会４月定例委員会を次のとおり招集する。 

  平成２５年３月２６日 

                              大和高田市農業委員会 

会長 髙 井 信 安   

日 時  平成２５年４月１０日（水）午後３時 

場 所  大和高田市役所 ３階 東会議室 

議 案  第１号 農業経営基盤強化促進法第１８条第１項規定による農用地利用集積計画につ 

        いて 

     第２号 その他 

 

 

 

公平委員会規則第公平委員会規則第公平委員会規則第公平委員会規則第１１１１号号号号    

 大和高田市管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２５年３月３１日 

                              大和高田市公平委員会 

委員長 阪 口  治   

   大和高田市管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則 

 大和高田市管理職員等の範囲を定める規則（昭和４１年公平委員会規則第１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表中「企画法制課の係長」を「企画法制課企画法制係長」に、「書記長」を「事務局長」に改める。 

   附 則 

 この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

 

 

企業管理規程第企業管理規程第企業管理規程第企業管理規程第１１１１号号号号    

 大和高田市水道事業の布設工事監督者及び水道技術管理者に関する規程を次のように定める。 

  平成２５年３月１９日 

                          大和高田市水道事業管理者 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市水道事業の布設工事監督者及び水道技術管理者に関する規程 

農業委員会農業委員会農業委員会農業委員会    

公営企業公営企業公営企業公営企業    

大
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長
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（趣旨）  

第１条 この規程は、水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下「法」という。）第１２条に規定する

布設工事の監督者（以下「布設工事監督者」という。）及び第１９条に規定する水道技術管理者の

指名及び任命並びに職務の内容等について、必要な事項を定めるものとする。 

（布設工事監督者の指名） 

第２条 布設工事監督者は、大和高田市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水

道技術管理者の資格基準に関する条例（平成２４年条例第２０号。以下「条例」という。）第３条

の資格を有する職員のうちから、水道事業管理者が指名する。 

２ 水道事業管理者は、前項の規定により布設工事監督者に指名した者に対して布設工事監督者証（様

式第１号）を交付するものとする。 

 （布設工事監督者の職務） 

第３条 布設工事監督者は、水道の布設工事の施行に関する技術上の監督業務を行う。 

２ 布設工事監督者は、監督業務を行うに当たっては、その身分を示す布設工事監督者証を携帯し、

関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

 （水道技術管理者の任命） 

第４条 水道技術管理者は、条例第４条の資格を有する職員のうちから、水道事業管理者が任命する。 

２ 水道事業管理者は、前項の規定により水道技術管理者に任命した者に対して水道技術管理者証（様

式第２号）を交付するものとする。 

 （水道技術管理者の職務） 

第５条 水道技術管理者は、次に掲げる技術的な業務の全てを統括し、これらの職務に従事する他の

職員に対し、必要な技術的指導、監督及び命令を行う。 

（１） 水道施設が法第５条の規定による施設基準に適合しているかどうかの検査に関すること。 

（２） 法第１３条第１項の規定による水質検査及び施設検査に関すること。 

（３） 給水装置の構造及び材質が法第１６条の規定に基づく水道法施行令（昭和３２年政令第３

３６号）で定める基準に適合しているかどうかの検査に関すること。 

（４） 法第２０条第１項の規定による水質検査に関すること。 

 （５） 法第２１条第１項の規定による健康診断に関すること。 

 （６） 法第２２条の規定による衛生上の措置に関すること。 

 （７） 法第２３条第１項の規定による給水の緊急停止に関すること。  

 （８） 法第３７条前段の規定による給水停止に関すること。 

（９） その他水道の管理についての技術上の職務に関すること。 

２ 水道技術管理者は、前項第１号から第６号まで及び第９号に掲げる検査その他の措置を行った場

合、その事項が重要又は異例と認められるときは、水道事業管理者に報告しなければならない。 

３ 水道技術管理者は、第１項第７号又は第８号に規定する措置を講ずるときは、事前に水道事業管

理者に通知しなければならない。ただし、人の生命を即時に害するおそれのある場合等における緊

急の措置については、この限りでない。 

４ 水道技術管理者は、業務を行うに当たっては、その身分を示す水道技術管理者証を携帯し、関係

者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

 （資格証の再交付） 

第６条 水道事業管理者から布設工事監督者証又は水道技術管理者証（以下「資格証」という。）の交

付を受けた者は、資格証を紛失し、又は使用に耐えない程度に汚損若しくは破損し、又は記載事項

に異動があった場合には、速やかに水道事業管理者に報告し、資格証の再交付を受けなければなら

ない。 

２ 前項の再交付を受ける場合は、先に交付を受けた資格証を返納（紛失した場合を除く。）しなけれ

ばならない。 
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（濫用の禁止） 

第７条 水道事業管理者から資格証の交付を受けた者は、この証を他人に譲渡し、又は貸与してはな

らない。 

（資格証の返納） 

第８条 水道事業管理者から資格証の交付を受けた者は、資格を失ったときは、資格証を水道事業管

理者に返納しなければならない。 

 （補則） 

第９条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、水道事業管理者が定める。 

  附 則 

 この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

 

様式第１号（第２条関係） 
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様式第２号（第４条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業管理規程第企業管理規程第企業管理規程第企業管理規程第２２２２号号号号    

 大和高田市水道事業決裁規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  平成２５年３月３１日 

                          大和高田市水道事業管理者 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市水道事業決裁規程の一部を改正する規程 

 大和高田市水道事業決裁規程（平成９年企業管理規程第２号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第１項第１５号中「工事の起工の決定並びに」を削る。 

   附 則 

 この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

水道事業告示第水道事業告示第水道事業告示第水道事業告示第２２２２号号号号 

  地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３３条の２の規定に基づき、水道料金等の収納事

務を次のとおり委託したので、地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第２６条の４第

１項の規定により告示します。 

  平成２５年４月１日 

大和高田市水道事業管理者 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

 １．受託者の氏名 

     ・中村 京子 

   ・岡本 智恵子 

   ・堀川 實 

   ・佐藤 薫 
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・阪本 友子 

   ・増田 善昭 

  ・狩野 俊信 

２．委託期間 

   平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで 

 

水道事業告示第水道事業告示第水道事業告示第水道事業告示第３３３３号号号号    

大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成１０年企業管理規程第２号）第５条の規定

により、次の者を大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者に指定したので、同規程第１０条第１

号の規定により告示する。 

平成２５年４月１日 

大和高田市水道事業管理者 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

業者名   有限会社 北 西 工 業    

代表者名  河 島 信 行 

所在地   奈良県奈良市西九条町２丁目２番２２号 

 

 

 

 

 

 


